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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　吸収性物品であって、
　セルロース繊維の表面の外観的特徴を持つ表面と、複数の第１の繊維内多価金属イオン
架橋と、エーテル架橋またはエステル架橋から選択される複数の第２の繊維内架橋とを有
する実質的に非水溶性で水膨潤性の非再生カルボキシアルキルセルロース繊維を含み、か
つ繊維間結合を形成するための処理がほどこされた吸収性複合材料を備えることを特徴と
する吸収性物品。
【請求項２】
　請求項１に記載の吸収性物品であって、
　前記繊維間結合が、前記吸収性複合材料の表面のみに存在することを特徴とする吸収性
物品。
【請求項３】
　請求項１に記載の吸収性物品であって、
　前記繊維間結合が、液体侵襲時にその場で形成されることを特徴とする吸収性物品。
【請求項４】
　請求項１に記載の吸収性物品であって、
　前記処理が、アルコール／水の溶液による処理またはカチオン性ポリマー／アルコール
／水の溶液による処理から選択されることを特徴とする吸収性物品。
【請求項５】
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　請求項４に記載の吸収性物品であって、
　前記アルコールが、エタノールまたはイソプロパノールから選択されることを特徴とす
る吸収性物品。
【請求項６】
　請求項４に記載の吸収性物品であって、
　前記アルコールが、前記溶液中に約５０重量％ないし７０重量％の量で存在することを
特徴とする吸収性物品。
【請求項７】
　請求項１に記載の吸収性物品であって、
　前記吸収性複合材料が、前記処理の前に、約８８重量％ないし９２重量％固形分に乾燥
させられることを特徴とする吸収性物品。
【請求項８】
　請求項１に記載の吸収性物品であって、
　前記吸収性複合材料が、９０重量％ないし１００重量％の実質的に非水溶性で水膨潤性
の非再生カルボキシアルキルセルロース繊維を含むことを特徴とする吸収性物品。
【請求項９】
　請求項１に記載の吸収性物品であって、
　前記第１の繊維内多価金属イオン架橋が、アルミニウム、ホウ素、ビスマス、セリウム
、クロム、チタン、ジルコニウム及びそれらの混合物から選択される１若しくは複数の金
属イオンによる架橋を含むことを特徴とする吸収性物品。
【請求項１０】
　請求項１に記載の吸収性物品であって、
　前記第２の繊維内架橋が、１，３－ジクロロ－２－プロパノールであることを特徴とす
る吸収性物品。
【請求項１１】
　請求項１に記載の吸収性物品であって、
　前記吸収性複合材料が、垂直吸上げ試験によって測定された、少なくとも約１２．７ｃ
ｍ（５インチ）の垂直吸上げ距離を示すことを特徴とする吸収性物品。

【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、向上した液体吸上げ能力及び繊維ウェブ完全性を有する吸収性複合材料に関
する。
【背景技術】
【０００２】
　吸収性物品などの物品は、人体から分泌または排泄された液体を含む様々な種類の液体
を吸収するのに有用である。そのような吸収性物品（幼児用おむつ、子供用トレーニング
パンツ、大人用失禁製品など）は一般的に、該吸収性物品内に侵入した液体を吸収及び／
または保持する役割を特に果たす吸収性複合材料（「コア」と呼ばれる構成要素として用
いられることが多い）を含む。吸収性複合材料は一般的に、粒子状の超吸収性材料のみな
らずセルロース繊維も含む。一般に、超吸収性材料は液体吸収能力を提供する。一方、セ
ルロース繊維は、液体吸上げ能力及び湿潤完全性を高める役割を果たし、侵襲液体を侵襲
地点から離れた領域に移動させることにより吸収性物品のさらなる利用を可能にする。こ
のように、吸収性複合材料の液体保持または貯留能力の大部分は超吸収粒子に起因するが
、吸収性複合材料の繊維マトリクスは、液体吸上げ、液体摂取、液体分配、パッド強度及
び完全性の必須機能を提供するのみならず、ある量の荷重下吸収性を提供する。これらの
望ましい性質は、繊維マトリクスが、セルロース繊維、典型的には繊維形態の木材パルプ
（例えば、セルロース繊維（「フラフ（fluff）」））を含むことに起因している。その
ため、セルロース繊維及び吸収性材料は、吸収性物品の吸収性を向上させるためによく使
用される。
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【０００３】
　そのような吸収性複合材料の吸収性能を向上させるための努力が継続的になされており
、特に流体飽和レベルが高い場合における吸収性能を向上させることにより、漏出の発生
の低下及び装着感や快適性の向上が図られている。このことは、吸収性物品の使用中に液
体侵襲を繰り返し受ける場合は特に重要である。しかし、吸収性物品の最近のデザインは
一般的に、吸収性構造体をより薄くかつより柔軟に作製するために超吸収性材料の濃度を
より高めること及びフラフの量をより少なくすることに集中しているので、上記した吸収
性複合材料の性能向上はますます困難になっている。しかしながら、超吸収性材料の濃度
を増加させることにより総吸収能力を増加させたとしても、そのような吸収性物品は依然
として使用中に漏出が発生し得る。そのような漏出は、一部には、低透過率及び利用可能
な空隙容積の不足などに起因して、吸収性物品の吸収性複合材料構成要素の吸上げ率（す
なわち、超吸収性材料によるその後の吸収のために侵襲液体が吸収性複合材料内に吸収及
び保持されることができる率）が不十分であることが原因であり得る。また、そのような
漏出は、一部には、液体吸上げ能力及び湿潤完全性が低いことに起因して、吸収性物品の
吸収性複合材料構成要素の全体利用効率が不十分であることが原因であり得る。
【０００４】
　一般的に、超吸収性材料の繊維マトリクス内への混入及び吸収性複合材料への組み込み
により、吸収性物品の全体のかさ（bulk）を減少させると同時に、液体吸収能力を増加さ
せ製品着用者の皮膚乾燥性を向上させる効果が得られる。超吸収性材料（「超吸収材」）
は一般的にポリマーベースであり、例えば粉末、顆粒、微小粒子及び膜などの様々な形態
で利用可能である。そのような超吸収材は、液体と接触した際にその構造内に液体を吸収
して膨張する。一般に、超吸収材は、水膨潤性で一般的に水溶性の吸収性材料であり、食
塩水中で自身の重量の少なくとも約１０倍、好ましくは約２０倍、最大で約１００倍の重
量の液体を吸収できる吸収能力を持っている。一般に、超吸収性材料は、吸収性複合材料
内に浸入した液体を素早く吸収することができるとともに、漏出を防止するため及び液体
侵襲後でも乾いた感触を提供するために吸収した液体を保持することができる。
【０００５】
　様々な物質が、吸収性物品の吸収性材料に使用されている。そのような材料には、寒天
、ペクチン、ゴム、カルボキシアルキルでんぷん及びカルボキシアルキルセルロース（例
えば、カルボキシメチルセルロース）などの天然ベースの材料が含まれる。天然ベースの
材料は、固形を維持するよりもゲルを形成する傾向にあるため、一般的には吸収性物品に
は好ましくはない。ポリアクリル酸塩、ポリアクリルアミドあるいは加水分解ポリアクリ
ロニトリルのナトリウム塩などの合成材料もまた、吸収性物品の吸収性材料に使用されて
いる。天然ベースの吸収性材料は良く知られているが、ポリアクリル酸ナトリウムなどの
合成吸収性材料と比較すると吸収性に劣るため、吸収性物品ではあまり使用されていない
。また、天然ベースの吸収性材料のコストが比較的高いことも、消費吸収性製品への使用
を妨げている。さらに、多くの天然ベース材料は、液体で膨潤した際に、柔らかい、ゼラ
チン状の塊を形成する傾向にある。吸収性製品内でのそのようなゼラチン状の塊の存在は
、吸収性コア内での液体摂取、液体移送及び液体分配を制限する傾向にあり、その後の液
体侵襲が吸収性製品により効率的及び効果的に吸収されることを妨げる。
【０００６】
　天然ベースの吸収性材料とは対照的に、合成吸収材料は一般的に、比較的非ゼラチン形
状を維持しながら大量の液体を吸収することが可能である。合成吸収性材料はよく超吸収
性ポリマー（ＳＡＰ）と呼ばれ、圧力下での吸収性や、吸収性材料１ｇ当りの吸収性をよ
り高くするために、吸収性複合材料に組み込まれる。超吸収性ポリマーは一般的に、約２
００ないし８００ミクロンの粒径を有する粒子として供給される。超吸収性ポリマー粒子
を含む吸収性複合材料は、その荷重下吸収能力に起因して、皮膚乾燥の利点を提供する。
超吸収性ポリマー粒子は、荷重下で自身の重量の何倍もの重量の液体を吸収することがで
きるので、薄くて着用が快適であるという大きな利益をさらに提供する。加えて、超吸収
性ポリマー粒子は、荷重下で吸収される液体１ｇあたりのコストが、フラフパルプ繊維の
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約半分である。これらの理由により、消費吸収性製品内での超吸収性粒子の含有量をより
高くし、かつフラフの含有量をより低くする傾向が高まることは当然のことである。実際
、例えばある幼児用おむつは、液体貯留コア内に６０ないし７０重量％（ｗｔ％）の超吸
収性ポリマー粒子を含んでいる。コストの観点から、１００重量％の超吸収性粒子から作
製された吸収性複合材料が望ましい。しかし、上述したように、そのような複合材料は典
型的には、液体吸上げ能力及び吸収した液体を吸収性複合材料の全体に渡って分配する能
力が足りないため、十分に機能することができない。
【０００７】
　さらに、そのような複合材料は、湿潤及び／または乾燥時の構造、形状及び完全性を維
持するための強度が不足する傾向にある。例えば、吸収性製品の超吸収性体含有量を増加
させると、吸収性複合材料は、液体吸上げ率のみならず湿潤完全性に関しても問題が生じ
る。吸収性複合材料の超吸収性粒子含有量が５０重量％よりも高い場合、特に、超吸収性
粒子含有量が１００重量％に近づくと、吸収性複合材料は、利用効率を著しく減少させる
制限された液体吸上げ能力（典型的はフラフにより行われる機能）を示す。また、そのよ
うな吸収性複合材料は、特に吸収性製品内に液体が充満した後は、湿潤完全性をほとんど
持たない傾向にある。超吸収性粒子含有量が高い吸収性複合材料の湿潤完全性を向上させ
るために、完全性を向上させることができるバインダー繊維または接着材料がよく使用さ
れるが、バインダー繊維または接着材料は一般的に疎水性であるため、液体吸上げ能力が
低下してしまう。加えて、そのような材料を使用すると、製品コストが高くなる。
【０００８】
　合成超吸収性ポリマーに関する別の問題点は、生分解性を持たないことである。合成ポ
リマーの非生分解性は、合成ポリマーを含む吸収性物品を使用後に使い捨てすることに関
しては不都合である。
【０００９】
　セルロース繊維は、今まで超吸収性ポリマー粒子では再現することができなかった、重
要な機能を有する吸収性物品を提供する。吸収性複合材料を含む吸収性物品では、ほとん
どの場合、米国サザンパインのフラフパルプが使用される。フラフパルプは、多くの場合
で、そのような複合材用にとって好ましい繊維である。フラフパルプが好ましい理由は、
フラフパルプの繊維長さが長く（約２．８ｍｍ）、湿潤堆積パルプシートからの空気堆積
ウェブへの処理が比較的容易であるからである。しかし、フラフパルプは一般的に、液体
（例えば、水、食塩水または体液）を約２～３ｇ／ｇしか吸収しない。セルロース繊維の
液体保持能力の大部分は、繊維間の隙間での保持によるものである。このため、繊維マト
リクスは、圧力を受けると吸収した液体をすぐに放出する。吸収した液体を放出するこの
傾向は、セルロース繊維のみから作製された吸収性複合材料を含む吸収性物品はその使用
中に皮膚湿潤性が高くなるという結果をもたらす。また、そのような繊維性吸収性複合材
料内では液体が効率的に保持されないので、そのような繊維性吸収性複合材料を含む吸収
性物品では吸収した液体が漏出する傾向にある。このことは、吸収性製品の性能のみなら
ずユーザの信頼性も低下させる。
【００１０】
　ある場合では、繊維と超吸収性ポリマー粒子との両方の機能を有する材料を提供するた
めに、超吸収性材料は合成繊維の形態で導入される。しかし、そのような超吸収性繊維は
、生分解性を有していないため、フラフパルプ繊維と比べると処理することが難しい。加
えて、超吸収性繊維は、フラフパルプ繊維と混合しにくい傾向にある。さらに、合成超吸
収性繊維は、超吸収性ポリマー粒子よりも著しく高価であるため、吸収性物品内で多量に
使用することはコスト的に効率的ではない。
【００１１】
　繊維に対して水膨潤性を付与するイオン基（例えば、カルボン酸基、スルホン酸基及び
第４級アンモニウム基を含むイオン基）をセルロース繊維に含める化学的改変により、セ
ルロース繊維を高吸収性に改変するための努力がなされている。これらの改変されたセル
ロース材料のいくつかは水溶性であるが、いくつかは非水溶性である。いずれの場合でも
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、これらの高吸収性に改変されたセルロース系材料は、パルプ繊維の構造を持つ。さらに
、これらの改変されたセルロース系材料は一般的に、粒状または再生繊維形状を有する。
【００１２】
　したがって、高吸収性合成材料と同様の吸収性を有すると同時に、フラフパルプ繊維の
液体吸上げ能力及び液体分配能力の利点を提供する、吸収性物品への使用に好適な高吸収
性材料が求められている。また、超吸収体含有率が５０重量％よりも多い、例えば６０重
量％よりも多いか、８０重量％よりも多いか、または９０重量％よりも多いか、あるいは
最大で１００重量％までの、吸収性複合材料が求められている。超吸収体含有量が高い吸
収性複合材料は、薄くて、低質量で、低コストの製品を意味し得る。そのため、向上した
液体吸上げ能力を有すると共に、吸収性複合材料が約１００％の超吸収性材料を含む場合
でも向上した湿潤完全性が得られる吸収性複合材料を開発することがさらに求められてい
る。
【００１３】
　加えて、超吸収性ポリマーにより提供される液体貯留能力の利点と、フラフパルプ繊維
により提供される液体吸上げ能力及び湿潤完全性の利点とを兼ね備えた繊維性超吸収体を
含む吸収性複合材料が求められている。理想的には、繊維性超吸収体は、吸収性物品への
使用が経済的に実行可能であると共に生分解性を有するので、環境に優しい使い捨ての吸
収性製品の作製を可能にする。
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【特許文献２２】米国特許第4,587,154号
【特許文献２３】米国特許第4,604,313号
【特許文献２４】米国特許第4,655,757号
【特許文献２５】米国特許第4,724,114号
【特許文献２６】米国特許第4,100,324号
【特許文献２７】英国特許第GB 2,151,272号
【特許文献２８】米国特許第6,362,389号
【特許文献２９】米国特許出願第10/883174号
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【特許文献３０】米国特許第4,076,663号
【特許文献３１】米国特許第4,286,082号
【特許文献３２】米国特許第5,998,511号
【非特許文献】
【００１５】
【非特許文献１】NRL Report 4364, "Manufacture of Super-Fine Organic Fibers" by V
. A. Wendt, E. L. Boone and C. D. Fluharty
【非特許文献２】NRL Report 5265, "An Improved Device For the Formation of Super-
Fine Thermoplastic Fibers" by K. D. Lawrence, R. T. Lukas and J. A. Young
【発明の概要】
【課題を解決するための手段】
【００１６】
　上述した要望に応えるために、本発明の吸収性物品は、吸収性複合材料を備えている。
いくつかの態様では、前記吸収性複合材料は、セルロース繊維の表面の外観的特徴を持つ
表面と、複数の第１の繊維内多価金属イオン架橋と、エーテル架橋またはエステル架橋か
ら選択される複数の第２の繊維内架橋とを有する実質的に非水溶性で水膨潤性の非再生カ
ルボキシアルキルセルロース繊維を含み、かつ該複合材料の繊維間の繊維間結合を形成す
るための処理がほどこされている。
【００１７】
　いくつかの態様では、前記吸収性複合材料は、９０重量％ないし１００重量％の実質的
に非水溶性で水膨潤性の非再生カルボキシアルキルセルロース繊維を含む。いくつかの態
様では、前記繊維の多価金属イオン架橋は、アルミニウム、ホウ素、ビスマス、セリウム
、クロム、チタン、ジルコニウム及びそれらの混合物から選択される１若しくは複数の金
属イオンによる架橋を含む。いくつかの態様では、前記第２の繊維内架橋は、１，３－ジ
クロロ－２－プロパノールである。
【００１８】
　いくつかの態様では、前記吸収性複合材料の前記繊維間結合は、前記吸収性複合材料の
全体に渡って存在する。他の態様では、前記繊維間結合は、前記吸収性複合材料の表面の
みに存在する。いくつかの態様では、前記吸収性複合材料の前記繊維間結合は、吸収性物
品に組み込む前に形成される。他の態様では、前記吸収性複合材料の前記繊維間結合は、
前記処理に起因して、湿潤時にその場で形成される。
【００１９】
　いくつかの態様では、前記吸収性複合材料のための処理は、アルコール／水の溶液によ
る処理である。他の態様では、前記吸収性複合材料のための処理は、カチオン性ポリマー
／アルコール／水の溶液による処理である。いくつかの態様では、前記アルコールは、エ
タノールまたはイソプロパノールから選択される。いくつかの態様では、前記アルコール
は、溶液中に約５０重量％ないし７０重量％の量で存在する。いくつかの態様では、前記
吸収性複合材料が、前記処理の前に、約８８重量％ないし９２重量％固形分に乾燥させら
れる。
【００２０】
　いくつかの態様では、前記吸収性複合材料は、０．９重量％塩化ナトリウム水溶液を用
いた垂直吸上げ試験によって測定された、約１２．７ｃｍ（５インチ）の垂直吸上げ距離
を示す。
【００２１】
　本発明の様々な他の特徴及び利点が以下の説明から明らかになるであろう。以下の説明
では、本発明の例示的な実施形態について説明する。そのような実施形態は、本発明の全
範囲を表すものではない。それ故、本発明の全範囲を解釈するためには、特許請求の範囲
を参照されたい。簡潔さ及び簡明さの理由から、本明細書に記載されているあらゆる数値
範囲は、その範囲内の全ての値を含むことを意図するものであり、その範囲内の全ての実
数値を末端値とする小範囲を記している特許請求の範囲をサポートするものと解釈される
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。具体的な例を挙げると、本明細書中における１から５という範囲の開示は、１－５；１
－４；１－３；１－２；２－５；２－４；２－３；３－５；３－４；及び４－５の小範囲
のいずれに対しても、特許請求の範囲をサポートすると考えられる。
【図面の簡単な説明】
【００２２】
　本発明の上記及び他の特徴、態様及び利点は、以下の説明、添付された特許請求の範囲
及び添付図面を参照することでより良く理解されるであろう。
【００２３】
【図１】飽和容量試験装置の一部破断上面図である。
【図２】飽和容量試験装置の側面図である。
【図３】飽和容量試験装置の後面図である。
【図４】液体摂取逆流評価（ＦＩＦＥ）試験に使用される試験装置の斜視図である。
【図５】本発明に従って作製され得る吸収性物品の一実施形態の斜視図である。
【図６】図５に示した吸収性物品の平面図である。吸収性物品は、留められていない、折
り畳まれていない、かつ平らに広げられた状態である。装着時に装着者と対向する面が示
されており、下層の特徴を示すために一部が破断されている。
【図７】吸収性コアを製造するための方法及び装置の１つのバージョンを示す概略図であ
る。
【図８】本発明の層状吸収性コアの側断面図である。
【図９Ａ】代表的な本発明の架橋されたカルボキシアルキルセルロース繊維の作製に有用
なセルロース繊維の走査型電子顕微鏡写真である（１０００倍）。
【図９Ｂ】代表的な本発明の架橋されたカルボキシアルキルセルロース繊維の走査型電子
顕微鏡写真である（１０００倍）。
【図９Ｃ】代表的な再生セルロース繊維の走査型電子顕微鏡写真である（１０００倍）。
【図１０Ａ】本発明の吸収性包帯の側断面図である。
【図１０Ｂ】本発明の吸収性包帯の上方斜視図である。
【図１１】本発明の吸収性ベッドまたは家具ライナーの上方斜視図である。
【図１２】本発明の吸収性汗止めバンドの斜視図である。
【００２４】
　本明細書及び図面において繰り返し使用される参照符号は、本発明の同一または類似の
機構または要素を表すことを意図している。
【発明を実施するための形態】
【００２５】
　［試験方法］
【００２６】
　遠心保持容量（Centrifuge Retention Capacity：ＣＲＣ）試験
【００２７】
　遠心保持容量（ＣＲＣ）試験は、吸収性サンプルが、液体を、制御条件下で飽和されか
つ遠心分離された後にサンプル内に保持する能力を測定する。結果として得られる保持容
量は、サンプルのグラム重量当たり保持された液体のグラム（ｇ／ｇ）として提示される
。繊維サンプルの場合は、試験するサンプルをそのままで用いる。
【００２８】
　サンプルを入れる透水性バッグに０．２±０．００５グラムのサンプルを入れ、その一
方で試験溶液（０．９重量パーセント塩化ナトリウムを蒸留水に溶かしたもの）をサンプ
ルに自由な状態で吸収させることによって、保持容量を測定する。ヒートシール可能なテ
ィーバッグ材料、例えば米国コネチカット州ウィンザーロックスのデクスター社（Dexter
 Corporation）から入手可能な型式番号１２３４Ｔのヒートシール可能なろ紙などは、大
部分の用途に効果を発揮する。５インチ×３インチ（１２．７ｃｍ×７．６ｃｍ）のバッ
グ材料サンプルを半分に折り、開放端部のうちの２箇所をヒートシールして２．５インチ
×３インチ（６．４ｃｍ×７．６ｃｍ）の矩形の小袋を形成することによって、バッグを
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形成する。ヒートシールは、材料の端部の内側約０．２５インチ（０．６ｃｍ）に設ける
ものとする。小袋にサンプルを入れた後、小袋の残りの開放端部もヒートシールする。対
照（コントロール）として働くように空のバッグも作製する。３つのサンプル（例えば中
身入りのシールしたバッグ）を試験用に作製する。中身入りのバッグは、シール容器内に
直ちに入れられる場合を除いて作製後３分以内に試験されなければならず、シール容器内
に直ちに入れられる場合には、作製後３０分以内に試験されなければならない。
【００２９】
　３インチ（７．６ｃｍ）の開口部を有する２つのテフロン（登録商標）コーティングさ
れたガラス繊維のスクリーン（米国ニューヨーク州ピーターズバーグに本社を置くタコニ
ック・プラスティクス社（Taconic Plastics, Inc.）から入手可能）の間にバッグを置き
、バッグを完全に湿潤させるまでスクリーンが押し下げられていることを確認して２３℃
の試験溶液の受け皿に沈める。湿潤後、サンプルを溶液内に約３０＋１分間とどめ、その
時点でサンプルを溶液から取り除き、一時的に非吸水性平面上に置く。複数回の試験を行
う場合には、受け皿内で２４個のバッグを飽和させた後、受け皿を空にして新鮮な試験溶
液を補充しなければならない。
【００３０】
　その後、サンプルが約３５０の重力を受けることができる適切な遠心分離機のバスケッ
トの中に湿潤バッグを入れる。１つの適切な遠心分離機は、ヘレウス社（Heraeus）製の
ＬＡＢＯＦＵＧＥ４００であり、これには、水回収バスケットと、デジタルｒｐｍゲージ
と、バッグサンプルの保持及び排出に適応する機械加工された排出バスケットとが含まれ
ている。複数のサンプルを遠心分離機にかける場合、それらのサンプルは、回転時にバス
ケットのバランスをとるために遠心分離機内の互いに対向する位置に配置されなければな
らない。バッグ（湿れた空のバッグを含む）を、（例えば約３５０の標的重力を達成する
ため）約１，６００ｒｐｍで３分間遠心分離機にかける。バッグを取り除いて重量を測定
するが、このとき、先に空のバッグ（対照）の重量を測定し、次にサンプルを含むバッグ
の重量を測定測定する。バッグ自体によって保持される溶液を考慮したサンプルによって
保持される溶液の量が、サンプルの遠心保持容量（ＣＲＣ）であり、サンプル１グラム当
たりの流体のグラムで表される。より詳細には、保持容量は、次ののように決定される。
【００３１】
【数１】

【００３２】
　３つのサンプルを試験し、結果の平均をとって遠心保持容量（ＣＲＣ）を決定する。２
３＋１℃、相対湿度５０±２％で、サンプルを試験する。
【００３３】
　自由膨潤容量試験
【００３４】
　自由膨潤容量（ｇ／ｇ）及び遠心保持容量（ＣＲＣ）（ｇ／ｇ）を決定するための材料
、手順、及び計算は、以下の通りであった。
【００３５】
　試験材料：
【００３６】
　予め作製した空のティーバッグ（Drugstore.comから入手可能。折り重なった蓋状部を
備えた９３ｍｍ×７０ｍｍのポリエステル製ティーティーバッグを求めるのであればttp:
www.mesh.ne.jp/tokiwa/で見つかる）。秤（空気乾燥高吸水材（ＡＤＳ）及びティーバッ
グ重量に対して小数第４位の精度，０．０００Ｉｇ）；タイマー；１％食塩水；クリップ
を備えたドリップラック（ＮＬＭ２１１）。
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【００３７】
　試験手順：
１．ＡＤＳの固形分を決定する。
２．０．０００１ｇを最小単位としてティーバッグの重量を予め測定し、記録する。
３．０．２０２５ｇ±０．００２５ｇの試験材料（高吸水材）の重量を正確に測定し、記
録して、予め重量を測定したティーバッグ（空気乾燥（ＡＤ）バッグ重量）に入れる。（
ＡＤＳ重量＋ＡＤバッグ重量＝全乾燥重量）。
４．ティーバッグの端部を折り返してバッグを閉じる。
５．容器（深さが少なくとも３インチ（７．６ｃｍ））の少なくとも２インチ（５．１ｃ
ｍ）を１％食塩水で満たす。
６．ティーバッグ（試験サンプル入り）を平らに保持し、振ってバッグ全体に試験材料を
均一に分布させる。
７．食塩水の表面上にティーバッグを置き、タイマーを始動させる。
８．バッグを一定時間（例えば３０分間）浸漬させる。
９．バッグから内容物がこぼれないように注意深くティーバッグを取り出し、ドリップラ
ックのクリップから３分間吊す。
１０．各バッグを注意深く取り出し、重量を測定し、記録する（ドリップ重量）。
【００３８】
　計算：
【００３９】
　ティーバッグ材料は、次のように決定される吸収性を有する。
自由膨潤容量，係数＝５．７８
Ｚ＝オーブン乾燥高吸水材重量（ｇ）／空気乾燥高吸水材重量（ｇ）
【００４０】
【数２】

【００４１】
　飽和容量（飽和容量：ＳＡＴ ＣＡＰ）試験
【００４２】
　以下の説明と同様のマグネヘリック（Magnahelic）真空計及びラテックスダム（latex 
dam）を備えた飽和容量（ＳＡＴ ＣＡＰ）テスタを用いて飽和容量を決定する。図１～図
３を参照すると、飽和容量テスタ真空装置３１０は、４つの脚部材３１４上に支持された
真空チャンバ３１２を含む。真空チャンバ３１２は、前壁部材３１６、後壁部材３１８、
並びに２つの側壁３２０及び３２１を含む。壁部材は、予想真空圧に耐える十分な厚さが
あり、長さ２３．５インチ（５９．７ｃｍ）、幅１４インチ（３５．６ｃｍ）、深さ８イ
ンチ（２０．３ｃｍ）の外形寸法を有するチャンバを提供するように構築されかつ配置さ
れている。
【００４３】
　真空ポンプ（図示せず）は、適切な真空管路及び真空バルブ３２４を介して真空チャン
バ３１２と機能的につながっている。さらに、エアブリードバルブ３２６を介して適切な
抽気ラインが真空チャンバ３１２に接続している。後壁３１８にハンガーアセンブリ３２
８が適切に取り付けられており、ハンガーアセンブリ３２８は、真空装置３１０の上部か
ら離れた便利な位置にラテックスダムシート３３０を支持するための便利な休息場所を提
供するようにＳ字カーブの先端部を有して構成されている。０．２５インチ（０．６４ｃ
ｍ）径のステンレス鋼ロッドから適切なハンガーアセンブリを構築することができる。ラ
テックスダムシート３３０は、把持を容易にし、ラテックスダムシート３３０の好都合な
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動き及び配置を可能にするように、ダボ部材３３２の周りでループ状になっている。図の
位置では、ダボ部材３３２は、真空チャンバ３１２の上部から離れた開位置にラテックス
ダムシート３３０を配置するようにハンガーアセンブリ３２８内で支持されて示されてい
る。
【００４４】
　ラテックスダムシート３３０の下端部は、例えばトグルクランプ３４０などの適切な固
定手段を備えた後端部支持部材３３４に対してクランプされている。トグルクランプ３４
０は、望ましい動作のためのトグルクランプ３４０の適切な方向付け及び整合を提供する
適切なスペーサ３４１により、後壁部材３１８に取り付けられている。３つの支持シャフ
ト３４２は、直径０．７５インチであり、支持ブラケット３４４によって真空チャンバ３
１２内に取り外し可能に取り付けられている。支持ブラケット３４４は、前壁部材３１６
及び後壁部材３１８に沿って概ね等間隔であり、協働する２つ１組で配置されている。さ
らに、支持ブラケット３４４は、支持シャフト３４２の最上部を真空チャンバ３１２の前
壁、後壁及び側壁部材の上部と同一平面で適切な位置に置かれるように構築されかつ配置
されている。それゆえ、支持シャフト３４２は、互いに対して実質的に平行に配置され、
側壁部材３２０及び３２１と概ね整合されている。後端部支持部材３３４に加えて、真空
装置３１０は、前支持部材３３６並びに２つの側支持部材３３８及び３３９を含む。各側
支持部材は、幅が約１インチ（２．５ｃｍ）、高さが約１．２５インチ（３．２ｃｍ）で
ある。支持部材の長さは、真空チャンバ３１２の開口上端部の外周を適切に取り囲むよう
に構築され、チャンバ壁部材の上端部より上に約０．５インチの距離だけ突出するように
配置されている。
【００４５】
　エッグクレート型材料３４６の層は、真空チャンバ３１２の壁部材の上端部及び支持シ
ャフト３４２の上部に配置されている。エッグクレート材料は、２３．５インチ（５９．
７ｃｍ）×１４インチ（３５．６ｃｍ）の概ね矩形領域にわたって延在し、約０．３８イ
ンチ（１．０ｃｍ）の深さ寸法を有する。エッグクレート構造の個々のセルは約０．５イ
ンチ四方であり、エッグクレートを含む薄いシート材料は、ポリスチレンなどの適切な材
料から構成される。例えば、エッグクレート材料は、マックマスター・カー・サプライ・
カタログNo. 162 4K 14（米国ジョージア州アトランタに本社を置くマックマスター・カ
ー・サプライ社（McMaster-Carr Supply Company）から入手可能）の半透明ディフューザ
パネル材料であり得る。大きさが２３．５インチ（５９．７ｃｍ）×１４インチ（３５．
６ｃｍ）であるような、６ｍｍ（０．２４インチ）メッシュのテフロン（登録商標）コー
ティングされた網３４８（米国ウィスコンシン州アップルトンに本社を置くイーグル・サ
プライ・アンド・プラスティクス社（Eagle Supply and Plastics, Inc.）から入手可能
）の層をエッグクレート材料３４６の上部に置く。真空チャンバ３１２から液体を排出す
るための便利な機構を提供するために、適切なドレン管路及びドレンバルブ３５０が真空
チャンバ３１２の底板部材３１９に接続している。真空装置３１０の種々の壁部材及び支
持部材は、ポリカーボネート・プラスチックなどの適切な非腐食耐湿性材料から構成され
得る。種々のアセンブリ結合部は、溶剤接着及び／または締結手段によって取り付けられ
得、テスタの完成アセンブリは水密になるように構築されている。真空計３５２は、コン
ジットを介して真空チャンバ３１２に機能的につながっている。適切な圧力計は、０～１
００インチ水の真空を測定することができるマグネヘリック差圧計であり、例えばドワイ
ヤー・インスツルメント社（Dwyer Instrument Incorporated）（米国インディアナ州ミ
シガン市に本社を置く）から入手可能なＮｏ．２１００ゲージなどである。
【００４６】
　乾燥させた産物または他の吸収性構造物の重量を測定し、その後、過剰０．９％ＮａＣ
ｌ食塩水溶液に入れ、沈め、２０分間浸漬させておいた。２０分間の浸漬時間の後、吸収
性構造物を飽和容量テスタ真空装置３１０のメッシュのテフロン（登録商標）コーティン
グされた網及びエッグクレート材料の上に置く。真空装置３１０で真空が引かれるときに
ラテックスダムシート３３０がシールを形成するように、ラテックスダムシート３３０を
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吸収性構造物及びエッグクレート格子全体に覆い被せる。飽和容量テスタ真空装置３１０
内で０．５ポンド／平方インチ（ｐｓｉ）の真空を５分間保持する。真空は、吸収性構造
物への圧力を作り出し、幾分かの液体を排出させる。０．５ｐｓｉ真空で５分間保持した
後、ラテックスダムシート３３０を丸めて片付け、吸収性構造物の重量を測定して湿重量
を求める。
【００４７】
　各吸収性構造物の全容量は、手順のこの点で決定される各吸水材の湿重量から当該吸水
材の乾燥重量を引くことによって決定される。０．５ｐｓｉ飽和容量すなわち吸収性構造
物の飽和容量は、次式によって決定される。
【００４８】
【数３】

【００４９】
　ここで、飽和容量値の単位は、流体のグラム数／吸水材のグラム数（ｇ／ｇ）である。
飽和容量に関しては、各サンプルの最低３つの試料を試験し、結果の平均をとるべきであ
る。吸収性構造物が、低い完全性を有するか、あるいは浸漬または移動手順中に崩壊する
ならば、吸収性構造物を、紙タオル（例えば米国ウィスコンシン州ニーナに本社を置くキ
ンバリー・クラーク社（Kimberly-Clark Corporation）製のＳＣＯＴＴペーパータオル）
などの閉じ込め材料内に包むことができる。吸収性構造物は、適所においてオーバーラッ
プ部とともに試験されることができ、オーバーラップ部の容量は、独立して決定され、タ
オルで包まれた吸収性構造物の湿重量からそれを引いて湿潤吸収重量を求めることができ
る。
【００５０】
　試験する材料が高吸水性材料であるときには、以下を除き、上記したように試験を行う
。ヒートシール可能なティーバッグ材料（グレード５４２、キンバリー・クラーク社から
市販されている）から、或るバッグを作製する。６インチ×３インチの材料サンプルを半
分に折り、２つの端部に沿ってヒートシールして、概ね正方形の小袋を形成する。試験す
る０．２グラムの高吸水性材料（約５重量パーセント未満の含水率を有する）（そして、
もし粒子形状であれば、約３００ないし約６００μｍの範囲内の大きさを有する）を小袋
に入れ、第３の辺をヒートシールする。上記した試験を行い、バッグ及び高吸水性材料に
よって保持される流体の量からバッグ材料によって吸収される流体の量を引く。バッグ材
料によって吸収される流体の量は、空のバッグに対して飽和保持容量試験を行うことによ
って決定される。
【００５１】
　荷重下吸収性（Absorbency Under Load：ＡＵＬ）試験
【００５２】
　ＡＵＬを決定するための材料、手順、及び計算は、以下の通りであった。
【００５３】
　試験材料：
【００５４】
　メトラー・トレド社（Mettler Toledo）のＰＢ３００２秤及びBALANCE-LINKソフトウェ
アまたは他の適合する秤及びソフトウェア。
【００５５】
　ソフトウェアのセットアップ：３０秒毎に秤からの重量（これは負数になる）を記録す
る。ソフトウェアは、各値ＥＸＣＥＬ表計算ソフトに入れることができる。
【００５６】
　スタンドに固定された、フリットガラス製（粗い）ろ板を備えたコンテス社（Kontes）
の９０ｍｍ ULTRA-WAREろ過器装置；瓶底付近に排出管を有する２Ｌのガラス瓶；瓶（空
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気吸入口）に適合した、ガラス管が貫通しているゴム製ストッパ；ＴＹＧＯＮ管；ステン
レス鋼ロッド／プレキシガラスプランジャアセンブリ（径７１ｍｍ）；プランジャの上に
載るように穴が開けられているステンレス鋼製の重り（プランジャ及び重り＝８６７ｇ）
；ＶＷＲ９．０ｃｍろ紙（Qualitative 413カタログ番号28310-048）を８０ｍｍの大きさ
まで小さくしたもの；両面スコッチテープ；及び０．９％食塩水。
【００５７】
　試験手順：
１．小型水準器を用いて、ろ過器装置を水平にする。
２．フリットガラス製ろ板と瓶内の食塩水レベルが同じ高さになるようにろ過器の高さま
たは瓶内の液面を調整する。
３．管の欠陥、あるいは管内またはフリットガラス製ろ板下の気泡がないことを確かめる
。
４．ろ過器にろ紙を配置し、ろ紙の上にステンレス鋼製の重りを置く。
５．ろ紙が完全に湿って、適用した重りと平衡に達するまでの間、５～１０分間待つ。
６．零バランス。
７．ろ紙が平衡に達するのを待つ間、底部に両面テープを貼ったプランジャを作製する。
８．プランジャ（テープを貼ったもの）を別々の秤に載せて目盛りを零に合わせる。
９．材料の単分子層が両面テープによって底部に貼り付けられるようにプランジャを乾燥
試験材料の中に入れる。
１０．ゼロ目盛りに合わせた秤の上でプランジャ及び試験材料の重量を測定し、乾燥試験
材料の重量（乾燥材料重量０．１５ｇ±０．０５ｇ）を記録する。
１１．ろ紙は、ここに至っては平衡状態にあるはずであり、目盛りを零に合わせる。
１２．バランス記録ソフトウェアを始動させる。
１３．重りを取り除き、プランジャ及び試験材料をろ過器アセンブリに入れる。
１４．重りをプランジャアセンブリ上に置く。
１５．試験が終わるまで待つ（３０または６０分間）。
１６．バランス記録ソフトウェアを停止させる。
【００５８】
　計算：
Ａ＝バランスの読み（ｇ）＊－１（試験材料によって吸収された食塩水の重量）
Ｂ＝試験材料の乾燥重量（これはＡＤ重量に固形物％を掛けることによって水分を補正す
ることができる）
【００５９】
【数４】

【００６０】
　水分摂取逆流評価（Fluid Intake Flowback Evaluation：ＦＩＦＥ）試験
【００６１】
　水分摂取逆流評価（ＦＩＦＥ）試験は、吸収性複合材料が所定量の液体を摂取するのに
必要な時間を決定する。ＦＩＦＥ試験を行うための適切な装置を図４に示す。
【００６２】
　約２．５ｇの繊維を３インチ（７．６ｃｍ）の円形成形型に手でばらまいて一様なパッ
ドを形成することによって、試験する繊維から試験用サンプルを作製する。パッドの上部
にプランジャを置き、最終厚さが約２．５ｍｍになるようにパッドを押す。３インチ（７
．６ｃｍ）の円形パッドは、パッドサンプル（複合材料６００）の上部及び下部における
組織形成を含む。
【００６３】
　複合材料６００をＦＩＦＥ試験板６０１上の中央に置く。その後、中央に置いた複合材
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料６００がインサルトシリンダ６０３の下にくるように、試験板６０１の上にトップ部６
０２を置く。トップ部６０２は、重量が３６０ｇあり、試験のためにトップ部６０２が適
所に配置されるとき、サンプルに０．１１ｐｓｉの試験荷重を与える。試験板６０１及び
シリンダ６０３付きトップ部６０２は、プレキシガラス（概略寸法１７．８ｃｍ×１７．
８ｃｍ）から作られる。インサルトシリンダ６０３は、内径が１インチであり、少なくと
も１５ｇの液体を受容するのに十分な長さを有し、複合材料６００との液体連通を提供す
る。
【００６４】
　試験を行う前に、サンプル（複合材料６００）の重量を測定してその重量を記録し、０
．０５ｐｓｉでサンプルの嵩を測定して記録する。
【００６５】
　試験手順において、サンプル（複合材料６００）を試験板６０１上の中央に置き、トッ
プ部６０２を載せる。サンプルが適所に配置され、装置が組み立てられた時点で、サンプ
ルはいつでもＦＩＦＥ試験を行える状態にある。ＦＩＦＥ試験を実施する前に、サンプル
６００に対して上記飽和容量試験を行う。その後、乾燥サンプルの質量（グラム）に測定
飽和容量（ｇ／ｇ）を掛けて０．３を掛けることによって３０％の飽和容量を計算する。
時間ゼロは、液体が最初にサンプルと接触する時間である。第１の追加液体がサンプルに
吸収される（すなわち液面はサンプルの上部形成組織より下に下がる）ために必要な時間
として第１の液体侵襲時間を測定する。１５分後、シリンダ及びサンプルに加える１５ｇ
の０．９％食塩水（第２の侵襲液体）を加えることによって、第２の液体侵襲を供給する
。第２の液体侵襲時間を、第２の追加液体がサンプルに吸収されるために必要な時間とし
て測定する。３０分後、第３の侵襲液体（１５ｇの０．９％食塩水）を供給して第３の液
体侵襲時間を測定し、４５分後、第４の侵襲液体（１５ｇの０．９％食塩水）を供給して
第４の液体侵襲時間を測定する。
【００６６】
　垂直吸上げ試験
【００６７】
　各サンプルを１．５インチ×７インチ（３．８ｃｍ×１７．８ｃｍ）の短冊に切断する
。各短冊の重量を測定し、秤の上でサンプルの重量を測定することによってサンプルの乾
燥重量を記録する。その後、各短冊を、液貯め内に含まれる少なくとも５００ｍｌの０．
９％ＮａＣｌ食塩水の表面と短冊の下端が辛うじて接触した状態で、（適切なハンガー手
段によって）上端から垂直に吊す。各短冊を、垂直位置で３０分間、食塩水と接触したま
まにしておく。３０分経過後、定規を利用して垂直サンプル内で液体が上昇した距離を測
定することによって吸上げ距離を書きとめ、その後、秤の上で湿潤サンプルの重量を測定
することによって各サンプルのサンプル湿重量を記録する。その後、湿潤サンプル重量か
ら乾燥サンプル重量を引くことによって吸上げ容量を計算する。
【００６８】
　湿潤完全性（Wet Integrity）
【００６９】
　各サンプルの湿潤完全性を、上記した垂直吸上げ試験中に評価する。特に、各短冊を食
塩水と３０分間接触させた後、ハンガーからサンプルを取り外し、親指と人差し指の間に
把持し、その後軽く数回振る。サンプルが壊れるかまたはバラバラになったら、その湿潤
完全性を０と記録する。軽く数回振った後でもサンプルが形を変えることなくまとまって
いれば、その湿潤完全性を５と記録する。
【００７０】
　［定義］
【００７１】
　本明細書中で使用される場合、「含む」、「含んでいる」なる用語及び「含む」という
語根からの他の派生語は、任意の言及された特徴、要素、整数、工程、部品の存在を明示
する、限定の意味を伴わない用語を意図しており、１若しくは複数の他の特徴、要素、整
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数、工程、部品又はそれらの群の存在または追加を排除するものではないことに留意すべ
きである。
【００７２】
　「吸収性物品」なる用語は、一般的に、液体を吸収して保持することができるデバイス
を指す。例えば、パーソナルケア用吸収性物品は、皮膚に接してまたは近接して配置され
、身体から排泄される種々の液体を吸収して保持するデバイスを意味する。
【００７３】
　「バルク架橋された」なる用語は、多くの場合は繊維の作製中に繊維に加えられた化合
物により形成され、繊維の全体に渡って存在する分子鎖を有する本発明の繊維を指す。「
バルク架橋」なる用語は、繊維の内部の実質的に全体に渡って、またはさらには繊維の外
部にも形成された機能的架橋を意味する。
【００７４】
　「コフォーム」なる用語は、メルトブローンポリマー材料を空中成形しながら、それと
同時にメルトブローン繊維流内に空気浮遊セルロース繊維を吹き込むことにより成形され
た、メルトブローン繊維とセルロース繊維との混合体を説明することを意図している。コ
フォーム材料は、超吸収性材料などの他の材料も含むこともできる。木質繊維及び／また
は他の材料を含むメルトブローン繊維は、少孔を有するベルトなどにより提供される成形
面上に堆積させられる。前記成形面は、該成形面上に配置されるスパンボンド布材料など
の、気体透過性材料を含み得る。
【００７５】
　「弾性」、「エラストマー性」、「弾性的」、「弾性的に伸張可能」なる用語は互換的
に使用され、一般的に天然ゴムに近い性質を示す材料又は複合体を指す。エラストマー性
材料は一般的に伸張又は他の変形が可能であり、伸張力又は変形力を取り除いた後はその
形状の大部分は復元される。
【００７６】
　「伸張可能」なる用語は、伸張又は他の変形が可能であるが、伸張力又は変形力を取り
除いた後はその形状の大部分は復元されない。
【００７７】
　「流体不浸透性」、「液体不浸透性」、「流体不透過性」及び「液体不透過性」なる用
語は、通常の使用条件下で、層または積層体の平面と接触した水または体液などの流体が
、前記平面に対して実質的に垂直な方向においては、前記層または積層体を実質的に通過
しないことを意味する。
【００７８】
　「親水性」及び「湿潤性」なる用語は、空気中での水との接触角が９０度未満の材料を
指すのに互換的に使用される。「疎水性」なる用語は、空気中での水との接触角が少なく
とも９０度である材料を意味する。本出願の目的において、接触角測定は、「表面及びコ
ロイド科学－実験的方法」、第ＩＩ巻、Robert J. Good、Robert J. Stromberg編（プレ
ナム・プレス、１９７９年）に記載されているようにして行われる（前記文献は、本明細
書の記載と矛盾しない限りにおいて、引用することを以って本明細書の一部となす。
【００７９】
　「層」なる用語は、単数形で使用される場合は、単一要素又は複数要素の２つの意味を
持つことができる。
【００８０】
　「メルトブローン繊維」なる用語は、溶融した熱可塑性材料を、通常は円形の断面形状
を有する複数の微細なダイキャピラリから溶融した溶融糸あるいは単繊維として、通常は
高温の高速ガス（例えば空気）流中へ押し出し、その流れにより溶融した熱可塑性材料の
単繊維の直径を減少させることにより形成される繊維を指す。コフォーム工程の特別な場
合では、前記メルトブローン繊維流は、互いに異なる方向から導入された１若しくはそれ
以上の材料流と交差する。その後、メルトブローン繊維及び他の材料は、高速ガス流によ
り運ばれ、収集面上に堆積される。成形されたウェブ内でのメルトブローン繊維の分布及
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び方向は、形状及び工程条件に依存する。あるプロセス及び器具の条件下では、作製され
た繊維は、実質的に「連続的」であり得、顕微鏡によって１０倍または２０倍の倍率で複
数の視野を検査した際に、分離、壊れた繊維またはテーパーされた端部が少ししかないと
定義される。「連続的な」メルトブローン繊維が作製された場合、一般的に、個々の繊維
の側面は、個々の繊維長さにおいて、繊維径の最小変化と平行である。対照的に、他の条
件下では、繊維はオーバードローされ得、糸は破壊され、一連の不規則さ、別々の繊維長
さ、及び多数の壊れた端部を形成する。一旦縮径され破壊された繊維の収縮は、多くの場
合、ポリマーの大きな凝集をもたらす。
【００８１】
　一般的に、本明細書においては、「ポリオレフィン」なる用語は、これらに限定しない
が、例えばポリエチレン、ポリプロピレン、ポリイソブチレン、ポリスチレン、エチレン
酢酸ビニルコポリマーなどの材料、それらのホモポリマー、コポリマー及びターポリマー
、並びに、それらの混合物及び修飾物を含む。「ポリオレフィン」なる用語には、それの
あらゆる可能な構造が含まれるべきであり、そのような構造には、これらに限定しないが
、アイソタクチック、シンジオタクチック及びランダム対称などが含まれる。コポリマー
には、ランダムコポリマー及びブロックコポリマーが含まれる。
【００８２】
　「スパンボンド」及び「スパンボンド繊維」なる用語は、溶融した熱可塑性材料を、ス
ピナレット（spinneret）の通常は円形の断面形状を有する複数の微細なキャピラリから
単繊維として押し出した後、押し出された繊維の直径を急激に縮径させることにより形成
される繊維を指す。
【００８３】
　「伸縮可能」なる用語は、伸張縮可能であるか、あるいは、弾性的に伸張可能な材料を
意味する。
【００８４】
　「超吸収体」なる用語は、最も好ましい条件下で、約０．９重量パーセントの塩化ナト
リウムを含有する水性溶液内で、それ自体の重量の少なくとも約１０倍を、またはそれ自
体の重量の少なくとも約１５倍を、またはそれ自体の重量の少なくとも約２５倍を吸収す
ることが可能な、水膨潤性の非水溶性有機材料若しくは無機材料を意味する。
【００８５】
　「表面処理された」及び「表面架橋された」なる用語は、超吸水性ポリマー粒子の表面
の近傍での機能的架橋レベルが、一般的に、超吸水性ポリマー粒子の内部での機能的架橋
レベルよりも高いことを指す。本明細書においては、「表面」は、前記粒子の外側の境界
面を意味する。多孔性の超吸水性ポリマー粒子の場合、露出した内面もまた、表面の定義
に含まれる。
【００８６】
　「標的領域」なる用語は、吸収性コアにおける、例えば尿、月経または排便などの侵襲
液体（被吸収液体）の大部分が最初に接触するのに特に望ましい領域を意味する。特に、
吸収性コアに１若しくはそれ以上の液体吸収地点が設けられる場合、被吸収標的領域は、
吸収性コアにおける、各液体吸収地点から両方向に前記複合材料の全長の１５％と等しい
長さまで延在する領域を意味する。
【００８７】
　「熱可塑性物質」なる用語は、熱に曝されると軟化し、室温まで冷却されると非軟化状
態に実質的に戻る材料を意味する。
【００８８】
　本明細書においては、「重量パーセント」または「ｗｔ％」なる用語は、超吸水性ポリ
マー組成物の成分に関連して使用される場合、特に指定がない限り、超吸水性ポリマー組
成物の乾燥重量に基づくと解釈される。
【００８９】
　これらの用語は、本明細書の他の部分で追加的な文言で定義されることもある。
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【００９０】
　［詳細な説明］
【００９１】
　本発明の吸収性物品は、吸収性複合材料を含むことができる。いくつかの態様では、吸
収性複合材料は、吸収性コア部材として機能することができる。他の態様では、吸収性複
合材料は、それ自体が吸収性物品として機能することができる。いくつかの態様では、本
吸収性物品は、追加的な構成要素を含むことができる。例えば、吸収性物品は、トップシ
ート及び／またはバックシートを有することができる。いくつかの態様では、吸収性物品
は、トップシートとバックシートとの間に配置された吸収性複合材料を含むことができる
。いくつかの態様では、吸収性物品の少なくとも１つの構成要素、例えば吸収性複合材料
は、セルロース繊維の表面の外観的特徴を持つ表面と、複数の非永久的な繊維内金属架橋
と、複数の永久的な繊維内架橋とを有する、実質的に非水溶性で水膨潤性の非再生カルボ
キシアルキルセルロース繊維を含む。いくつかの態様では、前記繊維は、前記繊維の表面
に形成された複数の非永久的な繊維内金属架橋と、前記繊維の全体に渡って形成された複
数の永久的な繊維内架橋とを含む。他の態様では、前記繊維は、前記繊維の表面に形成さ
れた複数の永久的な繊維内架橋と、前記繊維の全体に渡って形成された複数の永久的な繊
維内架橋とを含む。
【００９２】
　いくつかの態様では、吸収性物品の少なくとも１つの構成要素、例えば吸収性複合材料
は、セルロース繊維の表面の外観的特徴を持つ表面と、複数の非永久的な繊維内金属架橋
と、１，３－ジクロロ－２－プロパノールから形成された共有結合架橋を含む複数の永久
的な繊維内架橋とを有する、実質的に非水溶性で水膨潤性の非再生カルボキシアルキルセ
ルロース繊維を含む。さらに別の態様では、吸収性物品の少なくとも１つの構成要素、例
えば吸収性複合材料は、セルロース繊維の表面の外観的特徴を持つ表面と複数の非永久的
な繊維内金属架橋と複数の永久的な繊維内架橋とを有する実質的に非水溶性で水膨潤性の
非再生カルボキシアルキルセルロース繊維を、複数本束ねて形成した繊維束を含む。
【００９３】
　望ましい態様では、本発明の吸収性複合材料は、該複合材料内で繊維間結合を形成する
ための処理がなされている。他の態様では、前記繊維間結合は、吸収性複合材料の表面の
みに存在する。いくつかの態様では、前記処理は、アルコール／水の溶液による処理であ
る。他の態様では、前記処理は、カチオン性ポリマー／アルコール／水の溶液による処理
である。いくつかの態様では、前記アルコールは、エタノールまたはイソプロパノールか
ら選択される。いくつかの特定の態様では、前記アルコールは、前記溶液中に、約５０重
量％ないし７０重量％の量で存在する。いくつかの態様では、前記処理は、吸収性複合材
料を少なくとも８０重量％固形分に乾燥させた後に行われる。特定の態様では、前記処理
は、吸収性複合材料を少なくとも８８重量％ないし９２重量％の固形分に乾燥させた後に
行われる。いくつかの態様では、吸収性複合材料は、９０重量％ないし１００重量％の実
質的に非水溶性及び水膨潤性の非再生カルボキシアルキルセルロース繊維から成る。
【００９４】
　いくつかの態様では、トップシート、バックシート及び吸収性複合材料のうちの少なく
とも１つは伸縮可能である。他の態様では、吸収性複合材料は複数の層を含むことができ
、前記複数の層のうちの少なくとも一層に本発明の超吸収性のポリマー繊維が実質的に含
まれ、別の少なくとも一層にフラフ（fluff）及び／または超吸収性ポリマー粒子が実質
的に含まれるようにすることもできる。
【００９５】
　本発明をより良く理解するために、本発明のトレーニングパンツを示す例示目的のため
の図５及び図６に注目されたい。本発明は、本発明の範囲から逸脱しない範囲で、様々な
他の吸収性物品への使用に好適であることを理解されたい。
【００９６】
　トレーニングパンツを作製するための様々な材料及び方法が、２０００年７月２９日に
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公開されたA. FletcherらによるＰＣＴ特許公開第WO 00/37009号（特許文献１）、Van Go
mpelらに付与された米国特許第4,940,464号（特許文献２）、Brandonらに付与された米国
特許第5,766,389号（特許文献３）、及びOlsonらに付与された米国特許第6,645,190号（
特許文献４）に記載されている（これらの文献は全て、本明細書の記載と矛盾しない限り
において、引用することを以って本明細書の一部となす）。
【００９７】
　図５は、部分的に留められている状態のトレーニングパンツを示す。図６は、開かれた
、折り畳まれていない状態のトレーニングパンツを示す。トレーニングパンツは、着用時
に、その前面から後面へ延びる縦方向４８を規定する。縦方向４８に垂直な方向が横方向
４９となる。
【００９８】
　トレーニングパンツは、前側領域２２、後側領域２４、及び前側領域２２と後側領域２
４との間で縦方向に延在して両者を相互接続する股領域２６を規定する。また、トレーニ
ングパンツは、使用時に着用者に面するように配された（例えば、トレーニングパンツの
他の構成要素よりも内側に配置された）内面、及び、前記内面の反対側に設けられた外面
を規定する。トレーニングパンツは、横方向の両端に設けられた一対の側縁部、及び、縦
方向の両端に設けられた一対のウエスト端部を有する。
【００９９】
　図示したトレーニングパンツ２０は、シャーシ３２、前側領域２２の横方向両側に設け
られた一対の前側パネル３４、及び後側領域２４の横方向両側に設けられた一対の後側パ
ネル１３４を含み得る。
【０１００】
　シャーシ３２は、接着剤、超音波接合、熱接合、または他の従来技術によってバックシ
ート４０に接合されるバックシート４０及びトップシート４２を含む。シャーシ３２は、
図６に示すような、バックシート４０とトップシート４２との間に配置された、着用者か
ら滲出した身体滲出液を吸収するための吸収性複合材料４４をさらに含み得る。また、シ
ャーシ３２は、トップシート４２または吸収性複合材料４４に固定された、身体滲出液の
側方流動を阻止するための一対の閉じ込めフラップ４６をさらに含み得る。
【０１０１】
　バックシート４０、トップシート４２及び吸収性複合材料４４は、当該技術分野で既知
の様々な材料から作製され得る。これらの３つの層は全て、例えば、伸縮可能及び／また
は弾性的に伸縮可能であり得る。あるいは、各層の伸縮性は、製品全体での伸縮性を調節
するために、それぞれ異なり得る。
【０１０２】
　バックシート４０は、例えば、通気性及び／または液体不透過性であり得る。バックシ
ート４０は、１つの層、複数の層、積層、スパンボンド繊維、フィルム、メルトブローン
繊維、弾性網、微小孔性ウェブ、またはボンデッドカーデッドウェブから作製され得る。
バックシート４０は、例えば、液体不透過性材料の単層であり得るか、あるいは、少なく
とも一層が液体不透過性である多層積層構造であり得る。
【０１０３】
　バックシート４０は、２軸方向に伸縮可能であり得、随意的に２軸方向に弾性であり得
る。バックシート４０として使用することができる弾性不織積層ウェブには、１若しくは
複数のギャザー寄せ可能な不織ウェブ若しくはフィルムに接合された不織材料が含まれる
。エラストマー複合材料の例としては、伸縮結合積層体（ＳＢＬ）及びネック結合積層体
（ＮＢＬ）が挙げられる。
【０１０４】
　適切な不織材料の例には、スパンボンド／メルトブローン繊維、スパンボンド／メルト
ブローン／スパンボンド繊維、スパンボンド繊維、またはそれらの繊維とフィルムとの積
層体、あるいは他の不織ウェブが含まれる。エラストマー材料には、ポリエチレン、ポリ
プロピレンまたはポリオレフィンエラストマーあるいはそれらの組み合わせから構成され
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る、キャスト若しくはインフレーションフィルム、メルトブローン繊維またはスパンボン
ド繊維が含まれ得る。エラストマー材料には、PEBAXエラストマー（米国ペンシルベニア
州フィラデルフィアに本拠地を置くアトフィナケミカルズ社（AtoFina Chemicals, Inc.
）から入手可能）、ＨＹＴＲＥＬ弾性ポリエステル（米国カンザス州ウィチタに本拠地を
置くインビスタ社（Invista）から入手可能）、KRATONエラストマー（米国テキサス州ヒ
ューストンに本拠地を置くクレイトン・ポリマーズ社（Kraton Polymers）から入手可能
）、またはLYCRAエラストマー（インビスタ社から入手可能）、あるいは、それらの組み
合わせが含まれ得る。バックシート４０には、機械的工程、印刷工程、加熱工程または化
学工程を通じてエラストマー性が付与された材料が含まれ得る。例えば、そのような材料
は、開口加工、クレープ加工、ネッキングストレッチ加工、加熱活性化、エンボス加工、
またはマイクロストレイン加工され得、かつ、フィルム、ウェブまたは積層体の形態であ
り得る。
【０１０５】
　２軸方向伸縮性バックシート４０用の適切な材料の一例は、例えば、Mormanらに付与さ
れた米国特許第5,883,028号（特許文献５）に記載されているような通気性弾性フィルム
／不織積層体である（この文献は、本明細書の記載と矛盾しない限りにおいて、引用する
ことを以って本明細書の一部となす）。２軸方向の伸張性及び収縮性を有する材料の例は
、Mormanに付与された米国特許第5,116,662号（特許文献６）及びMormanに付与された米
国特許第5,114,781号（特許文献７）に開示されている（両文献は、本明細書の記載と矛
盾しない限りにおいて、引用することを以って本明細書の一部となす）。特許文献６及び
特許文献７には、少なくとも２つの方向に伸縮可能な複合弾性材料が記載されている。こ
の材料は、少なくとも１つの弾性シートと、該弾性シートに結合された少なくとも１つの
ネック化された若しくは可逆的にネック化された材料とを有する。前記ネック化若しくは
可逆的にネック化されたウェブは、非線形配置された少なくとも３ヶ所の位置のうちの２
ヶ所の位置の間でギャザー寄せされるようにして、弾性シートに結合される。
【０１０６】
　トップシート４２は、順応的で、柔らかい肌触りで、かつ着用者の皮膚を刺激しないこ
とが適切である。トップシート４２は、身体滲出液を吸収性複合材料４４の厚さ方向に迅
速に透過させるのに十分な液体透過性も有する。適切なトップシート４２は、例えば多孔
質発泡体、網状発泡体、開口加工されたプラスチックフィルム、織ウェブ、不織ウェブま
たはそれらの任意の材料の組み合わせなどから選択される様々なウェブ材料から作製され
得る。例えば、トップシート４２には、天然繊維、合成繊維またはそれらの組み合わせか
ら構成される、メルトブローンウェブ、スパンボンドウェブまたはボンデッドカーデッド
ウェブが含まれ得る。トップシート４２は、実質的に疎水性の材料から構成され得る。前
記疎水性材料は、随意的に、界面活性剤で処理され得るか、あるいは、所望のレベルの湿
潤性あるいは親水性を付与するための他の方法で処理され得る。
【０１０７】
　トップシート４２はまた、伸縮可能及び／または弾性的に伸縮可能であり得る。トップ
シート４２の作製に適切な弾性材料には、弾性ストランド、ライクラー（ＬＹＣＲＡ）エ
ラストマー、キャスト若しくはインフレーション弾性フィルム、不織弾性ウェブ、メルト
ブローン若しくはスパンボンド弾性繊維ウェブ、あるいはそれらの組み合わせが含まれ得
る。適切な弾性材料の例には、クレイトン（ＫＲＡＴＯＮ）エラストマー、ハイトレル（
ＨＹＴＲＥＬ）弾性ポリエステル、エステン（ＥＳＴＡＮＥ）弾性ポリウレタン（米国オ
ハイオ州クリーブランドに本拠地を置くノベオン社（Noveon）から入手可能）、またはペ
バックス（ＰＥＢＡＸ）エラストマーが含まれ得る。トップシート４２はまた、Roessler
らに付与された米国特許第6,552,245号（特許文献８）に記載されている伸縮可能材料か
ら作製することもできる（この文献は、本明細書の記載と矛盾しない限りにおいて、引用
することを以って本明細書の一部となす）。トップシート４２はまた、Vukosらに付与さ
れた米国特許第6,641,134号（特許文献９）に記載されているような２軸方向に伸縮可能
な材料から作製することもできる（この文献は、本明細書の記載と矛盾しない限りにおい
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て、引用することを以って本明細書の一部となす）。
【０１０８】
　物品２０は、随意的に、吸収性複合材料４４に隣接して配置され、接着などの当該技術
分野で既知の方法を用いて、例えば吸収性複合材料４４またはトップシート４２などの吸
収性物品２０の様々な構成要素に取り付けられ得るサージ管理層をさらに含み得る。一般
的に、サージ管理層は、吸収性物品の吸収性構造体内に急速に導入された波となって打ち
寄せるまたは勢い良く流れる液体を迅速に吸収して拡散させるのに役立つ。サージ管理層
は、液体を一時的に保持した後に、吸収性複合材料４４の貯留または保持部分に放出する
ことができる。適切なサージ管理層の例は、Bishopらに付与された米国特許第5,486,166
号（特許文献１０）、Ellisらに付与された米国特許第5,490,846号（特許文献１１）、及
びDodgeらに付与された米国特許第5,820,973号（特許文献１２）に記載されている（これ
らの文献は全て、本明細書の記載と矛盾しない限りにおいて、引用することを以って本明
細書の一部となす）。
【０１０９】
　吸収性物品２０は、吸収性複合材料４４をさらに含み得る。吸収性複合材料４４は、様
々な形状を有し得る。例えば、吸収性複合材料４４は、２次元構造または３次元構造を有
し得、長方形、三角形、楕円形、レーストラック状、Ｉ字状、略砂時計状、Ｔ字状などで
あり得る。多くの場合、吸収性複合材料４４は、股部分２６において後側部分２４または
前側部分２２よりも狭くすることが適切である。吸収性複合材料４４は吸収性物品内にお
いて例えばバックシート４０及び／またはトップシート４２に、例えば超音波、加圧、接
着、開口形成、加熱、糸若しくはストランドの縫合、接着剤による自己接合若しくは自己
接着、フックアンドループ、またはそれらの組み合わせなどの当該技術分野で既知の接合
手段を用いて取り付けることができる。
【０１１０】
　いくつかの態様では、吸収性複合材料４４は、十分な量の伸縮性を有し得る。例えば、
吸収性複合材料４４は、有効な量の弾性ポリマー繊維を含有する繊維マトリクスを含み得
る。当該技術分野で既知の他の方法には、その構造内に切込部またはスリットを有する不
織基材を利用して、伸縮可能フィルムに超吸水性ポリマー粒子を付着させる方法などがあ
る。
【０１１１】
　吸収性複合材料４４は、当該技術分野で既知の方法を用いて作製することができる。特
定の作製方法に限定されるものではないが、吸収性複合材料は、フォーミングドラムシス
テムを利用することができる。例えば、１９８７年５月１９日にK. Enloeらに付与された
「Apparatus and method for forming a laid fibrous web」という標題の米国特許第4,6
66,647号（特許文献１３）、１９８８年８月２日にK. Enloeらに付与された「Controlled
 formation of light and heavy fluff zones」という標題の米国特許第4,761,258号（特
許文献１４）、２００３年１０月７日にVenturinoらに付与された「Forming media with 
enhanced air flow properties」という標題の米国特許第6,630,088号（特許文献１５）
、及び２００１年１２月１８日にHahnらに付与された「Apparatus and process for form
ing a laid fibrous web with enhanced basis weight capability」という標題の米国特
許第6,330,735号（特許文献１６）を参照されたい（これらの文献は全て、本明細書の記
載と矛盾しない限りにおいて、引用することを以って本明細書の一部となす）。選択され
た量の随意的な超吸収性粒子をフォーミングチャンバ上に導入することができる技術は、
１９９０年５月２２日にR. E. Brysonらに付与された「Method and apparatus for creat
ing a graduated distribution of granule materials in a fiber mat」という標題の米
国特許第4,927,582号（特許文献１７）及び２００２年７月９日にVenturinoらに付与され
た「Method for obtaining a dual strata distribution of superabsorbent in a fibro
us matrix」という標題の米国特許第6,416,697号（特許文献１８）に記載されている（両
文献は、本明細書の記載と矛盾しない限りにおいて、引用することを以って本明細書の一
部となす）。
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【０１１２】
　いくつかの態様では、例えば、コフォームラインにおいて吸収性複合材料を作製するの
に、メルトブローン工程を用いることができる。例示的なメルトブローン工程は、「NRL 
Report 4364, "Manufacture of Super-Fine Organic Fibers" by V. A. Wendt, E. L. Bo
one and C. D. Fluharty（非特許文献１）」、「NRL Report 5265, "An Improved Device
 For the Formation of Super-Fine Thermoplastic Fibers" by K. D. Lawrence, R. T. 
Lukas and J. A. Young（非特許文献２）」、米国特許第3,849,241号（特許文献１９）及
び米国特許第5,350,624号（特許文献２０）などの様々な特許文献及び非特許文献に記載
されている（これらの文献はすべて、本明細書の記載と矛盾しない限りにおいて、引用す
ることを以って本明細書の一部となす）。
【０１１３】
　「コフォーム」材料を作製するために、メルトブローン繊維を成形面に堆積させるとき
に、メルトブローン繊維に追加的な成分が混合される。例えば、本発明の超吸収性繊維と
例えば木材パルプ繊維などのフラフとを、メルトブローン繊維に捕捉及び／または結合さ
れるように、メルトブローン繊維流の中に注入する。例示的なコフォーム工程は、Anders
onらに付与された米国特許第4,100,324号（特許文献２１）、Hotchkissらに付与された米
国特許第4,587,154号（特許文献２２）、McFarlandらに付与された米国特許第4,604,313
号（特許文献２３）、McFarlandらに付与された米国特許第4,655,757号（特許文献２４）
、McFarlandらに付与された米国特許第4,724,114号（特許文献２５）、Andersonらに付与
された米国特許第4,100,324号（特許文献２６）、及びMintoらに付与された英国特許第GB
 2,151,272号（特許文献２７）に記載されている（これらの各特許文献は、本明細書の記
載と矛盾しない限りにおいて、引用することを以って本明細書の一部となす）。大量の超
吸収体を含有している吸収性の弾性メルトブローンウェブがD. J. McDowallに付与された
米国特許第6,362,389号（特許文献２８）に記載されており、大量の超吸収体を含有しか
つ低い超吸収体シェイクアウト値を有する吸収性の弾性メルトブローンウェブがX. Zhang
らに付与された米国特許出願第10/883174号（特許文献２９）に記載されている（両文献
は、本明細書の記載と矛盾しない限りにおいて、引用することを以って本明細書の一部と
なす）。
【０１１４】
　本発明の吸収性複合材料４４を単一工程で作製する方法の一例が、図７に示されている
。まず、繊維作製装置８５０を使用してウェブを形成する。本発明の超吸収性繊維８５２
を形成面８５４上に堆積させ、ウェブ８１４を形成する。ウェブ形成をさらに支援するた
めに、及びウェブを形成面上により良く保持するために、小孔を有する形成面８５４の真
下に真空８５６を用いることができる。随意的に、超吸収性粒子または他の種類の粒子８
６０の供給源８５８が、及び随意的にフラフ繊維８６４の供給源８６２が、形成面８５４
の上方に配置される。随意的に、コアラップ８４０を、吸収性複合材料８１２の上に置く
ことができる。
【０１１５】
　一般的に、吸収性複合材料４４は、実質的に均一分布の超吸収性繊維、及び任意の他の
随意的な添加物を含む単一構造体である場合が多い。しかし、図８を参照して、いくつか
の態様では、吸収性複合材料４４は、本発明の超吸収性繊維を組み合わせた場合、構造改
変によってさらに強化され得る。例えば、本発明の超吸収性繊維を十分に含有する層６２
と層６４との間に、超吸水性ポリマー粒子を十分に含有する層６０を配置することにより
、超吸水性ポリマー粒子及びフラフ繊維が実質的に均一に分布している構造体よりも、吸
収性複合材料４４の吸収性（例えば侵襲液体の吸収率）を向上させることができる。この
ような積層化は、吸収性複合材料４４のｚ方向において行われ、随意的に、吸収性複合材
料のｘ－ｙ領域全体をカバーし得る。また一方、層６２及び６４は互いに異なる層である
必要はない。例えば、いくつかの態様では、吸収性複合材料のｚ方向の中央部分６０のみ
に、吸収性複合材料４４の上側層６２及び／または下側層６４よりも高い割合（例えば、
少なくとも１０重量％）の超吸水性ポリマー粒子が含まれるようにしてもよい。層６２及
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び６４は、吸収性複合材料４４における侵襲標的領域内に存在することが望ましい。
【０１１６】
　上述したように、吸収性複合材料４４は、超吸水性材料などの吸収性材料も含む。した
がって、吸収性複合材料４４は、繊維マトリクス内に、ある量の本発明の超吸収性繊維、
超吸水性ポリマー粒子、及び／またはフラフを含むことができる。いくつかの態様では、
本発明の吸収性複合材料４４内における超吸収性繊維の合計量を、吸収性複合材料の重量
の少なくとも約１０重量％、例えば、少なくとも約３０重量％、少なくとも約６０重量％
、少なくとも約９０重量、少なくとも約１０重量％ないし約１００重量％、または少なく
とも約３０重量％ないし約９０重量％にすることにより、向上した利益を提供することが
できる。随意的に、超吸収性繊維の量は、吸収性複合材料の重量の少なくとも約９５重量
％であり得る。他の態様では、吸収性複合材料４４は、約３５重量％またはそれ未満の、
例えば約２０重量％またはそれ未満、約１０重量％またはそれ未満のフラフを含むことが
できる。
【０１１７】
　本発明は、本発明の超吸収性繊維、超吸水性ポリマー粒子、及び／またはフラフの使用
に限定されないことを理解されたい。いくつかの態様では、吸収性複合材料４４は、追加
的にまたは代替的に、例えば界面活性剤、イオン交換樹脂粒子、湿潤剤、皮膚軟化剤、香
料、天然繊維、合成繊維、流体改変剤、悪臭防止添加剤、及びそれらの組み合わせなどの
材料を含み得る。あるいは、吸収性複合材料４４は、発泡体を含むことができる。
【０１１８】
　より良く機能させるために、吸収性複合材料４４は、向上した性能の他にもユーザにと
ってのより良い快適性及び信頼性も提供するためのいくつかの望ましい性質を有すること
ができる。例えば、吸収性複合材料４４は、液体吸上げ率、吸収能力、液体分布または適
合性（例えば形状維持及び審美性）などの吸収特性の所望の組み合わせを提供するために
選択的に構成され配置された吸収能力、密度、坪量及び／または大きさに対応した構造を
有することができる。同様に、吸収性複合材料は、所望の湿潤対乾燥強度比、平均流孔径
、透過性及び伸び値を有することができる。
【０１１９】
　上述したように、吸収性複合材料４４は、随意的に、エラストマー性ポリマー繊維を含
むことができる。前記ポリマー繊維のエラストマー性材料は、所望に応じて、オレフィン
系エラストマーまたは非オレフィン系エラストマーを含み得る。例えば、前記エラストマ
ー性繊維は、オレフィンコポリマー、ポリエチレンエラストマー、ポリプロピレンエラス
トマー、ポリエステルエラストマー、ポリイソプレン、架橋ポリブタジエン、ジブロック
、トリブロック、テトラブロックまたは他のマルチブロック熱可塑性エラストマー性及び
／または柔軟性コポリマー（例えばブロックコポリマー（水素化ブタジエン－イソプレン
－ブタジエンブロックコポリマー）など）；ステレオブロックポリプロピレン；エチレン
－プロピレン－ジエンターポリマーまたはエチレン－プロピレン－ジエンモノマー（ＥＰ
ＤＭ）ゴム、エチレン－プロピレンランダムコポリマー（ＥＰＭ）、エチレンプロピレン
ゴム（ＥＰＲ）、エチレン酢酸ビニル（ＥＶＡ）、及びエチレン－アクリル酸メチル（Ｅ
ＭＡ）を含むグラフトコポリマー；クラトン社（Kraton Inc.）からＫＲＡＴＯＮエラス
トマー性樹脂の商品名で市販されているまたはエクソンモービル・ケミカル社（ExxonMob
il Chemical Company）の一部門であるデキスコ（Dexco）からＶＥＣＴＯＲ（ＳＩＳ及び
ＳＢＳポリマー）の商品名で市販されている、例えばスチレン－イソプレン－スチレン（
ＳＩＳ）、スチレン－ブタジエン－スチレン（ＳＢＳ）、スチレン－イソプレン－ブタジ
エン－スチレン（ＳＩＢＳ）、スチレン－エチレン／ブチレン－スチレン（ＳＥＢＳ）ま
たはスチレン－エチレン／プロピレン－スチレン（ＳＥＰＳ）などのジブロック及びトリ
ブロックコポリマーを含むスチレンブロックコポリマー；動的に加硫されたエラストマー
－熱可塑性混合体を有する熱可塑性エラストマーの混合体；熱可塑性ポリエーテルエステ
ルエラストマー；アイオノマー系熱可塑性エラストマー；インビスタ社（Invista Corpor
ation）からＬＹＣＲＡポリウレタンの商品名で市販されているもの、及び米国オハイオ



(22) JP 5260663 B2 2013.8.14

10

20

30

40

50

州クリーブランドに本拠地を置くノベオン社（Noveon, Inc.）からＥＳＴＡＮＥの商品名
で市販されているものを含む熱可塑性弾性ポリウレタン；米国ペンシルベニア州フイラデ
ルフイアに本拠地を置くアトフィナケミカルズ社（AtoFina Chemicals, Inc.）からＰＥ
ＢＡＸの商品名で市販されているポリエーテルブロックアミドを含む熱可塑性弾性ポリア
ミド；ポリエーテルブロックアミド；デュポン社（E. I. Du Pont de Nemours Co.）から
ＨＹＴＲＥＬの商品名で市販されているもの、米国インディアナ州エバンズビルに本拠地
を置くＤＳＭエンジニアリングプラスチックス社（DSM Engineering Plastics）からＡＲ
ＮＩＴＥＬの商品名で市販されているもの、及び、米国テキサス州フリーポートに本拠地
を置くダウケミカル社（Dow Chemical Co.）からＡＦＦＩＮＩＴＹの商品名で市販されて
いる約０．８９ｇ／立方メートル未満の密度を有するシングルサイトまたはメタロセン触
媒ポリオレフィンを含む熱可塑性弾性ポリエステル；並びにそれらの組み合わせを含み得
る。
【０１２０】
　本明細書中では、トリブロックコポリマーは、ＡＢＡ構造を有する。ここで、ＡはＡ型
のいくつかの反復単位を示し、ＢはＢ型のいくつかの反復単位を示す。上述したように、
スチレンブロックコポリマーのいくつかの例は、ＳＢＳ、ＳＩＳ、ＳＩＢＳ、ＳＥＢＳ及
びＳＥＰＳである。これらのコポリマーでは、Ａブロックはポリスチレンであり、Ｂブロ
ックはゴム性成分である。一般的に、これらのトリブロックコポリマーは、数千から数十
万までの様々な分子量を有し得、スチレン含有量は、トリブロックコポリマーの重量に基
づいて５％から７５％の範囲であり得る。ジブロックコポリマーは、ＡＢ構造であること
を除いてはトリブロックコポリマーと同様である。適切なジブロックコポリマーには、同
一のＡブロック対Ｂブロック比率を有するトリブロックコポリマーの分子量の約２分の１
の分子量を有するスチレン－イソプレンジブロックが含まれる。
【０１２１】
　望ましい態様では、ポリマー繊維は、スチレンブロックコポリマー、弾性ポリオレフィ
ンポリマー及びコポリマー、並びにＥＶＡ／ＥＭＡ型ポリマーから成る群より選択される
少なくとも１つの材料を含み得る。
【０１２２】
　いくつかの特定の態様では、例えば、ポリマー繊維のエラストマー材料は、米国テキサ
ス州ヒューストンに本拠地を置くエクソンモービル・ケミカル社（ExxonMobil Chemical 
Company）からビスタマックス（VISTAMAXX）の商品名で市販されている様々な商用グレー
ドの低結晶度、低分子量のメタロセンポリオレフィンを含むことができる。いくつかのビ
スタマックス（VISTAMAXX）材料は、メタロセンポリオレフィンエチレンコポリマーであ
ると考えられている。例えば、ある態様では、エラストマーポリマーはVISTAMAXX PLTD 2
210であり得る。他の態様では、エラストマーポリマーはVISTAMAXX PLTD 1778であり得る
。特定の態様では、エラストマーポリマーはVISTAMAXX PLTD 2370であり得る。別の任意
選択のエラストマーポリマーは、クラトン社（Kraton Inc.）製のKRATON blend G 2755で
ある。前記KRATON材料は、スチレンエチレン－ブチレンスチレンポリマーとエチレンワッ
クスと粘着付与樹脂との混合物であると考えられている。
【０１２３】
　いくつかの態様では、エラストマーポリマー繊維は、選択されたメルトフローレート（
melt flow rate：ＭＦＲ）を有するポリマー材料から作製することができる。特定の態様
では、ＭＦＲは、最大で約３００であり得る。あるいは、ＭＦＲは、最大で約２３０～２
５０であり得る。別の態様では、ＭＦＲは、最小で少なくとも約９、または少なくとも約
２０であり得る。あるいは、所望の性能を提供するために、ＭＦＲは、少なくとも約５０
であり得る。前述したメルトフローレートの単位は、１０分間当たりに流れるグラム数（
ｇ／１０分）である。メルトフローレートのパラメータは周知であり、例えばASTM D 123
8 70（押し出し可塑度計）（標準状態「Ｌ」は２３０℃であり、２．１６ｋｇの力が加え
られる）試験方法などの従来技術によって測定することができる。
【０１２４】
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　上述したように、吸収性複合材料４４のポリマー繊維は、ある量の界面活性剤を含むこ
とができる。界面活性剤は、作用可能な任意の方法で吸収性複合材料のポリマー繊維に結
合させることができる。界面活性剤を結合させるための様々な技術は、従来どおりであり
、当業者には周知である。例えば、界面活性剤は、メルトブローン繊維構造体の作製に使
用されるポリマーに配合させることができる。特定の態様では、界面活性剤は、繊維の冷
却時に、繊維の外面へ作用可能に移動または分離するように構成され得る。あるいは、界
面活性剤は、ポリマー繊維が成形された後に、塗布または他の方法でポリマー繊維に結合
され得る。
【０１２５】
　弾性ポリマー繊維は、前記繊維及び界面活性剤の全重量に基づいて、有効な量の界面活
性剤を含むことができる。いくつかの態様では、ポリマー繊維は、水抽出法で測定された
、少なくとも約０．１重量％の界面活性剤を含むことができる。あるいは、界面活性剤の
量を少なくとも約０．１５重量％、任意選択で少なくとも約０．２重量％にすることによ
り所望の利益を提供することができる。他の態様では、界面活性剤の量を最大で約２重量
％、例えば最大で約１重量％または最大で約０．５重量％にすることにより向上した性能
を提供ことができる。
【０１２６】
　もし界面活性剤の量が望ましい範囲を外れた場合、様々な不都合が生じ得る。例えば、
界面活性剤の量が少なすぎると、疎水性メルトブローン繊維などの繊維を吸収した液体で
湿潤させることができない。対照的に、界面活性剤の量が多すぎると、望ましくないこと
に、繊維から洗い流された界面活性剤が吸収性複合材料の液体輸送能力を妨げるか、また
は吸収性複合材料の吸収性物品への付着強度に悪影響を与える可能性がある。界面活性剤
をポリマー繊維に配合してもまたは他の方法によりポリマー繊維の内部に加えても、界面
活性剤の量が多すぎると、ポリマー繊維及び内部繊維結合の形成が弱くなる状態が生じ得
る。
【０１２７】
　いくつかの態様では、界面活性剤には、ポリエチレングリコールエステル凝縮物及びア
ルキルグリコシド界面活性剤から成る群より選択される少なくとも１つの材料が含まれ得
る。例えば、界面活性剤は、４０重量％の水と、６０重量％のＤ－グルコース、デシル、
オクチルエステル及びオリゴマーとから成る、コグニス社（Cognis Corporation）から入
手可能なグルコポン（GLUCOPON）界面活性剤であり得る。
【０１２８】
　本発明の他の態様では、界面活性剤は、０．２０ｋｇのGLUCOPON 220 UP界面活性剤（
コグニス社（Cognis Corporation）から入手可能）及び０．３６ｋｇのAHCOVEL Base N-6
2（ユニケマ社（Uniqema）から入手可能）と混合された１６リットルの熱湯（約４５℃な
いし約５０℃）を含む水／界面活性剤の溶液を含有し、噴霧塗布される界面活性剤であり
得る。噴霧塗布型の界面活性剤を使用する場合、超吸水性ポリマー粒子の所望の閉じ込め
を提供するためには、噴霧塗布される界面活性剤の量は比較的少量であることが望ましい
。液体の界面活性剤の量が多すぎると、例えば、溶融されたエラストマーメルトブローン
繊維への超吸水性ポリマー粒子の所望の付着が妨げられる。
【０１２９】
　エラストマー繊維ポリマーと配合させることができる内部界面活性剤または湿潤剤の例
としては、米国テキサス州フリーポートに本拠地を置くＢＡＳＦ社から入手可能なMAPEG 
DO 400 PEG（ポリエチレングリコール）エステルなどが挙げられる。他の内部界面活性剤
としては、ポリエステル、脂肪酸エステル、せっけん、及びそれらの組み合わせが挙げら
れる。
【０１３０】
　上述したように、吸収性複合材料４４は、随意的に、例えばセルロース繊維などのフラ
フを含むことができる。そのようなセルロース繊維には、これらに限定しないが、例えば
亜硫酸パルプ及び硫酸塩パルプ（クラフトパルプとも呼ばれる）などの化学木材パルプ、
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並びに、例えばグランドパルプ、サーモメカニカルパルプ及びケミサーモメカニカルパル
プなどの機械パルプが含まれ得る。より具体的には、パルプ繊維には、綿、他の種類の木
材パルプ、酢酸セルロース、ボンデッドケミカル木材パルプ、及びそれらの組み合わせが
含まれ得る。落葉樹及び針葉樹の両方から得られたパルプも使用可能である。さらに、セ
ルロース繊維には、天然植物繊維、トウワタフラフ、綿繊維、微結晶性セルロース、超微
細化セルロース、またはそれらの材料のいずれかと木材パルプ繊維との組み合わせなどの
親水性材料が含まれ得る。適切なセルロース系フラフ繊維には、例えば、NB 480（ウェア
ーハウザー社（Weyerhaeuser Co.）から入手可能）、漂白した南部針葉樹クラフトパルプ
であるNB 416（ウェアーハウザー社から入手可能）、漂白した南部針葉樹クラフトパルプ
であるCR 54（米国サウスカロライナ州グリーンビルに本拠地を置くボウウオーター社（B
owater Inc.）から入手可能）、化学修飾された広葉樹パルプであるSULPHATATE HJ（米国
ジョージア州エサップに本拠地を置くレイオニール社（Rayonier Inc.）から入手可能）
、化学修飾された漂白南部針葉樹クラフトパルプであるNF 405（ウェアーハウザー社から
入手可能）、及び漂白南部針葉樹クラフトパルプと広葉樹クラフトパルプの混合物である
CR 1654（ボウウオーター社（Bowater Inc.）から入手可能）が含まれ得る。
【０１３１】
　上述したように、吸収性複合材料４４は、望ましい量の本発明の超吸水性ポリマー粒子
（ＳＡＰ）も含む。ＳＡＰは、典型的には、不飽和のカルボン酸またはその誘導体のポリ
マーである。これらのポリマーは、二官能性または多官能性の内部架橋剤と架橋結合させ
ることにより、非水溶性かつ水膨潤性に改変することができる。これらの内部架橋結合さ
れたポリマーは少なくとも部分的に中和されており、そのポリマーバックボーンに、前記
ポリマーが体液などの液体を吸収することを可能にするペンダントアニオン性カルボキシ
ル基を含む。一般的に、ＳＡＰは、その表面にペンダントアニオン性カルボキシル基を架
橋結合させる後処理がなされる。
【０１３２】
　超吸収性粒子は、天然、合成及び改質天然ポリマー及び材料から選択することができる
。超吸収性粒子は、シリカゲルなどの無機材料か、または架橋ポリマーなどの有機材料で
あり得る。「架橋」という用語は、超吸収性ポリマーに関して用いる場合、通常は水溶性
の材料を、実質的に水非水溶性で水膨潤性の材料へ効果的に改変するための任意の手段を
意味する。このような手段には、例えば、物理的交絡、結晶ドメイン、共有結合、イオン
錯体及び会合、水素結合などの親水性会合、疎水性会合、又はファンデルワールス力が含
まれる。人工の吸収性ゲルポリマーの作製方法は、Masudaらに付与された米国特許第4,07
6,663号（特許文献３０）、及びTsubakimotoらに付与された米国特許第4,286,082号（特
許文献３１）に開示されている（両文献は、本明細書の記載と矛盾しない限りにおいて、
引用することを以って本明細書の一部となす）。適切な超吸収性粒子は、例えば、シュト
ックハウゼン社（Stockhausen, Inc.）やＢＡＳＦ社（BASF Inc.）などの様々な商品メー
カーから入手可能である。ある例では、前記超吸収性材料は、米国ノースカロライナ州の
グリーンズバラに本拠地を置くシュトックハウゼン社から入手可能なＳＲ１６４２である
。
【０１３３】
　本発明の吸収性物品は、本発明の超吸収性繊維を含む。いくつかの態様では、本発明は
、実質的に非水溶性で水膨潤性の非再生カルボキシアルキルセルロース繊維を提供する。
前記繊維は、セルロース繊維の表面の外観的特徴を持つ表面と、複数の非永久的な繊維内
金属架橋と、複数の永久的な繊維内金属架橋とを有する。このように、本発明の繊維は、
繊維表面と同一の広がりを持つ不規則な表面パターン（線条、窪み及び孔を含む）を有す
る。本発明のカルボキシアルキルセルロース繊維は、超吸収性を有する繊維である。前記
超吸収性繊維は、水膨潤性かつ非水溶性の繊維であり、膨張した水膨潤状態において、繊
維構造を実質的に保つ。
【０１３４】
　本発明の超吸収性繊維は、カルボキシアルキル化及び架橋化により改変されたセルロー



(25) JP 5260663 B2 2013.8.14

10

20

30

40

50

ス繊維である。カルボキシアルキル化及び架橋化により前記繊維に水膨潤性が付与され、
前記繊維を実質的に水不溶性に改変する。前記繊維は、優れた水膨潤性を提供するのに有
効な程度のカルボキシル基置換を有する。前記繊維は、前記繊維を非水溶性に改変するの
に十分な程度に架橋化される。超吸収性繊維は、改変されていない羽毛パルプ繊維と比べ
ると向上した液体吸収能力を有する。
【０１３５】
　本発明の超吸収性繊維は、実質的に非水溶性である。本明細書においては、繊維は、溶
液を作製するために過剰水中に実質的に溶解させた際に水溶性であり、その繊維形状を失
い、水溶液中に実質的に均等に分散するようになると考えられている。十分にカルボキシ
アルキル化され、かつ十分な程度に架橋化されていないセルロース繊維は水溶性であるが
、本発明のカルボキシアルキル化され架橋化された繊維は実質的に非水溶性である。
【０１３６】
　本発明の超吸収性繊維は、実質的に非水溶性で水膨潤性の繊維である。本明細書におい
ては、「実質的に非水溶性で水膨潤性」とは、過剰の水媒体（尿や血液などの体液、水、
合成尿、または塩化ナトリウム０．９重量％水溶液）に曝されたときに、平衡体積まで膨
張するが、溶液中には溶解しない繊維を指す。
【０１３７】
　本発明の水膨潤性で非水溶性の繊維は、セルロース繊維の表面の外観を持つ表面を有す
る。天然繊維のように、本発明の超吸収性繊維は、線条、窪み及び孔を含む表面を有する
。本発明の超吸収性繊維は、前記繊維を溶液中に溶解させるステップとその後に前記溶液
から前記繊維を再生するステップとを含まない方法により作製されるので、セルロース繊
維の表面構造を保つ。溶液からの再生により作製された繊維は、天然繊維に存在する典型
的な繊維構造を実質的に欠いている。再生繊維は、構造特性の中でも特に、表面構造（線
条、窪み及び孔など）を欠いている。図９Ａ、図９Ｂ及び図９Ｃは、代表的な木材パルプ
繊維の表面、代表的な本発明の超吸収性繊維（図９Ａに示した木材パルプ繊維から作製さ
れた）、及び代表的な再生繊維のそれぞれの表面を比較した顕微鏡写真である。図９Ａ及
び図９Ｂを参照して、代表的な木材パルプ繊維及び代表的な本発明の超吸収性繊維は、い
くつかの特徴（例えば、繊維表面と同一の広がりを持つ不規則な表面パターン）を含んで
いる。対照的に、代表的な再生繊維の表面は、そのような表面構造を実質的に欠いている
（図９Ｃ参照）。
【０１３８】
　本発明においては、「再生繊維」なる用語は、溶解された繊維を含む溶液から再生（す
なわち、固形へ戻すこと）により作製された繊維を指す。「非再生」なる用語は、溶液に
溶解させた後に再生（すなわち、固形に戻すこと）することを行わなかった繊維を指す。
上述したように、本発明の非再生繊維はその作製材料であるセルロース繊維の表面構造を
実質的に保つが、再生繊維はそうではない。
【０１３９】
　いくつかの態様では、本発明の超吸収性繊維は、非永久的な繊維内架橋を含むことがで
きる。非永久的な繊維内架橋は、多価金属イオンを用いて形成した金属カルボキシル架橋
である。非永久的な繊維内架橋は、使用時に解離及び再形成されることができる（例えば
、吸収性物品に用いた場合に、液体侵襲時に解離及び再結合される）。いくつかの態様で
は、本発明の繊維は、永久的な繊維内架橋をさらに含む。永久的な繊維内架橋は、使用時
に安定的であり、吸収性物品に用いた場合に、液体侵襲時に解離及び再結合されない。
【０１４０】
　本発明の超吸収性繊維は、実質的に非水溶性である一方で、水を吸収可能である。いく
つかの態様では、超吸収性繊維は、複数の非永久的な繊維内金属架橋によって、非水溶性
に改変される。本明細書においては、「非永久的な繊維内金属架橋」なる用語は、本発明
の個々の繊維の内部（すなわち繊維内）で、及び、各繊維の構成要素のカルボキシアルキ
ルセルロースポリマーの間で形成される架橋の性質を指す。
【０１４１】
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　いくつかの態様では、本明細書の超吸収性繊維は、金属架橋により繊維内架橋されてい
る。金属架橋は、繊維のカルボキシアルキルセルロース繊維の官能基（例えば、カルボキ
シ基、カルボキシレート基または水酸基）と多価金属種との間の結合性相互作用（例えば
結合形成）の結果として形成される。適切な多価金属種には、２若しくはそれ以上の価数
を有し、カルボキシアルキルセルロースポリマー（例えば、前記ポリマーのカルボキシ基
、カルボキシレート基または水酸基との結合性相互作用に対して反応性である）と結合性
相互作用を形成することができる金属イオンが含まれる。カルボキシアルキルセルロース
ポリマーは、多価金属種が繊維内のカルボキシアルキルセルロースポリマーと結合性相互
作用を形成した際に架橋される。架橋は、カルボキシアルキルセルロースポリマー内で形
成されるか、または、繊維内の２若しくはそれ以上のカルボキシアルキルセルロースポリ
マーの間で形成される。架橋の程度は、繊維の水溶性及び繊維が水溶液と接触した際の膨
潤能力に影響を及ぼす（すなわち、架橋をより多くすれば、不溶性もより高くなる）。
【０１４２】
　いくつかの態様では、本明細書の繊維は、非永久的な繊維内金属架橋を含む。本明細書
においては、「非永久的」なる用語は、金属‐カルボキシルセルロース架橋を指す。典型
的なセルロース繊維架橋は事実上永久的であると、一般的に理解されている（すなわち、
例えば吸収性物品で生じる液体侵襲時にセルロースが湿潤するなどの通常の使用状態では
、その架橋は安定的である）。永久的な架橋は、繊維の使用中に解離しない架橋であり、
典型的には、セルロースポリマーの少なくとも１つの官能基と反応可能な少なくとも２つ
の官能基を有する有機化合物の反応により形成された共有結合架橋である（例えば、セル
ロースを１，３－ジクロロ－２－プロパノールなどのジハロゲン化物と架橋結合させるこ
とにより形成されたジエーテル架橋、あるいは、セルロースをクエン酸と架橋結合させる
ことにより形成されたジエステル架橋）。対照的に、非永久的な架橋は、繊維のカルボキ
シアルキルセルロースポリマー内で、または前記ポリマー間で形成され、液体侵襲に対し
て反応性である架橋である。本明細書の繊維の非永久的な架橋は、液体侵襲時に解離及び
再結合されることができる。本発明の繊維の金属架橋は、前記繊維が液体吸収中に膨張及
び膨潤することを可能にする、液体侵襲時に解離する特徴を有する。液体吸収が完了する
と（すなわち、侵襲が終了すると）、解離した多価金属イオン種とカルボキシアルキルセ
ルロースポリマーとの間で再結合が起こり、架橋を再形成する。この場合、液体を吸収し
膨張した繊維内で新しい架橋が形成される。当然のことながら、多価金属イオンとカルボ
キシアルキルセルロースポリマーとの解離及び再結合（架橋の破壊及び再形成）のプロセ
スは動的であり、液体吸収中にも生じる。いくつかの態様では、非永久的な架橋によって
、本発明の繊維は、液体侵襲時に膨張した際でも構造的完全性を維持するというユニーク
な性質を有する。
【０１４３】
　いくつかの態様では、本発明の超吸収性繊維は、非永久的な繊維内金属架橋を含む。金
属架橋には、アルミニウム、ホウ素、ビスマス、セリウム、クロム、チタン、ジルコニウ
ム及びそれらの混合物から選択される１若しくはそれ以上の金属イオンによる多価金属イ
オン架橋が含まれる。特定の一態様では、前記架橋は、アルミニウム架橋剤を使用して形
成される。適切なアルミニウム架橋剤には、酢酸アルミニウム、硫酸アルミニウム、塩化
アルミニウム及び乳酸アルミニウムが含まれる。典型的な酢酸アルミニウムには、モノ酢
酸アルミニウム、ジ酢酸アルミニウム、トリ酢酸アルミニウム、ヘミ酢酸アルミニウム、
サブ酢酸アルミニウム、及び、水混和性の有機溶媒中で非化学量論量の酢酸及び水酸化物
から作製された酢酸アルミニウムの混合物が含まれる。一態様では、アルミニウム架橋剤
は、ホウ酸により安定化させたモノ酢酸アルミニウムである（アルドリッチケミカル社（
Aldrich Chemical Co.）から入手可能な、酢酸アルミニウム、塩基性、安定剤としてホウ
酸含むＣＨ３ＣＯ２Ａｌ（ＯＨ）２・１／３Ｈ３ＢＯ３）。別の態様では、アルミニウム
架橋剤は、使用の直前に調製される（例４及び例５を参照）。
【０１４４】
　いくつかの態様では、本発明の超吸収性繊維は、永久的な架橋も含む。この態様では、
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前記繊維は、非永久的な金属イオン繊維内架橋と、永久的な繊維内架橋とを含む。永久的
な繊維内架橋は、使用時に安定的な架橋である（例えば、トレーニングパンツなどの吸収
性物品に使用した場合に液体侵襲に対して安定的である）。永久的な繊維内架橋は、前記
繊維を、カルボキシル基、カルボン酸基及び水酸基から成る群より選択される少なくとも
１つの官能基と反応可能な少なくとも２つの官能基を有する有機化合物と架橋結合させる
ことにより作製することができる。永久的な繊維内架橋には、エーテル架橋、アミド架橋
及びエステル架橋（例えば、ジエーテル架橋）が含まれる。
【０１４５】
　永久的な架橋は、（１）カルボキシアルキル化の前、（２）カルボキシアルキル化と同
時、（３）カルボキシアルキル化の後かつ多価金属イオン架橋剤による処理の前、あるい
は（４）多価金属イオン架橋剤による処理の後に、本発明の繊維に組み込むことができる
。永久的架橋剤は、反応性または潜在性であり得る。反応性な永久架橋剤は、（１）カル
ボキシアルキル化の前、（２）カルボキシアルキル化と同時、あるいは（３）カルボキシ
アルキル化の後かつ多価金属イオン架橋剤による処理の前に、架橋を形成する。潜在性の
永久架橋剤は、水の存在下では反応的ではなく、（１）カルボキシアルキル化の前、（２
）カルボキシアルキル化と同時、（３）カルボキシアルキル化の後かつ多価金属イオン架
橋剤による処理の前、あるいは（４）多価金属イオン架橋剤による処理の後に、繊維に組
み込むことができる。潜在性の永久架橋剤は、その後に、カルボキシアルキルセルロース
繊維が完全に乾燥させられ、高温（例えば８０℃以上）などの適切な条件が提供されたと
きに、カルボキシアルキルセルロース繊維の官能基と反応することができる。
【０１４６】
　いくつかの態様では、本発明の架橋されたカルボキシアルキルセルロース繊維は、架橋
されたパルプ繊維から作製することができる。カルボキシアルキルセルロースの作製に有
用なこの架橋されたセルロース繊維の架橋は、カルボキシアルキル化の反応条件を安定化
させるための架橋である。架橋された繊維から架橋されたカルボキシアルキルセルロース
繊維を作製し、その後に、非永久的な架橋を組み込むために架橋化する方法が、例６に説
明されている。例６には、１，３－ジクロロ－２－プロパノールで架橋された繊維から作
製された酢酸アルミニウムで架橋されたカルボキシアルキルセルロースと、グリセロール
ジグリシジルで架橋された繊維から作製された酢酸アルミニウムで架橋されたカルボキシ
アルキルセルロースとが説明されている。
【０１４７】
　特定の一態様では、本発明の架橋されたカルボキシアルキルセルロース繊維は、前記セ
ルロース繊維のカルボキシアルキル化中に、前記セルロース繊維に永久的な架橋を提供す
る架橋剤及びカルボキシアルキル化剤で処理することにより作製することができる。前記
セルロース繊維のカルボキシアルキル化中に、前記セルロース繊維を架橋剤及びカルボキ
シアルキル化剤で処理して非永久的な架橋を組み込むことにより、架橋されたカルボキシ
アルキルセルロース繊維を作製する方法が、例７に説明されている。例７には、セルロー
ス繊維を１，３－ジクロロ－２－プロパノール、水酸化ナトリウム及びモノクロロ酢酸ナ
トリウムで処理することにより、永久的な架橋を有するカルボキシアルキルセルロースを
提供し、その後に、塩化アルミニウムで架橋化することにより非永久的な架橋を組み込む
ことが記載されている。
【０１４８】
　エーテル架橋の形成に有用な架橋剤には、１，３－ジクロロ－２－プロパノールなどの
ジハロゲン化架橋剤；ビニルシクロヘキセンジオキシド及びブタジエンジオキシド、ジグ
リシジルエーテル（グリセロールジグリシダル、１，４－ブタンジオールジグリシダル及
びポリ（エチレングリコールジグリシダル））などのジエポキシド架橋剤；ジビニルスル
ホンなどのスルホン化合物；ビス（２－ヒドロキシエチル）スルホン、ビス（２－クロロ
エチル）スルホン及び２ナトリウムトリス（β－スルファトエチル）スルホニウム内塩；
及びジイソシアネートが含まれる。
【０１４９】
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　永久的な架橋の形成に有用な他の適切な架橋剤には、尿素ベースのホルムアルデヒド付
加生成物（Ｎ－メチロール化合物など）、ポリカルボン酸、及びポリアミンが含まれる。
【０１５０】
　適切な尿素ベースの架橋剤には、メチロール尿素、メチロール環状尿素、メチロール低
級アルキル置換環状尿素、メチロールジヒドロキシ環状尿素、ジヒドロキシ環状尿素、及
び低級アルキル置換環状尿素が含まれる。特に好ましい尿素ベースの架橋剤には、ジメチ
ロール尿素（ＤＭＵ、ビス（Ｎ－ヒドロキシメチル）尿素）、ジメチロールエチレン尿素
（ＤＭＥＵ、１、３－ジヒドロキシ－２－イミダゾリジノン）、ジメチロールジヒドロキ
シエチレン尿素（ＤＭＤＨＥＵ、１、３－ジヒドロキシメチル－２－イミダゾリジノン）
、メチロールプロピレン尿素（ＤＭＰＵ）、メチロールヒダントイン（ＤＭＨ）、ジメチ
ルジヒドロキシ尿素（ＤＭＤＨＵ）、ジヒドロキシエチレン尿素（ＤＨＥＵ、４、５－ヒ
ドロキシ－２－イミダゾリジノン）、及びジメチルジヒドロキシエチレン尿素（ＤＭｅＤ
ＨＥＵ、４，５－ジメチル‐２‐イミダゾリジノン）が含まれる。
【０１５１】
　ポリカルボン酸架橋剤には、少なくとも３つのカルボキシル基（クエン酸、オキシコハ
ク酸など）を含むＣ２－Ｃ９ポリカルボン酸の使用が含まれる。適切なポリカルボン酸架
橋剤には、クエン酸、酒石酸、リンゴ酸、コハク酸、グルタル酸、シトラコン酸、イタコ
ン酸、モノコハク酸酒石酸塩、マレイン酸、１、２、３－トリカルボン酸、１、２、３、
４－ブタンテトラカルボン酸、オール－シス－シクロペンタンテトラカルボン酸、テトラ
ヒドロフランテトラカルボン酸、１、２、３、４－ベンゼンテトラカルボン酸、及びベン
ゼンヘキサカルボン酸が含まれる。他のポリカルボン酸架橋剤にはポリカルボン酸ポリマ
ーが含まれ、そのようなものとしては、ポリ（アクリル酸）、ポリ（メタクリル酸）、ポ
リ（マレイン酸）、ポリ（メチルビニルエーテル－コ－マレイン酸）コポリマー、ポリ（
メチルビニルエーテル－コ－イタコン酸）コポリマー、アクリル酸のコポリマー、及びマ
レイン酸のコポリマーなどがある。ポリアクリル酸ポリマー、ポリマレイン酸酸ポリマー
、アクリル酸のコポリマー、及びマレイン酸のコポリマーなどのポリカルボン酸架橋剤ポ
リマーの使用は、米国特許第5,998,511号（特許文献３２）に記載されている（この文献
は、本明細書の記載と矛盾しない限りにおいて、引用することを以って本明細書の一部と
なす）。
【０１５２】
　また、適切な架橋剤には、カルボン酸基に対して反応性である架橋剤も含まれる。代表
的な有機架橋剤には、ジオール及びポリオール、ジアミン及びポリアミン、ジエポキシド
及びポリエポキシド、ポリオキサゾリン機能性ポリマー、並びに、１若しくはそれ以上の
アミノ基及び１若しくはそれ以上の水酸基を有するアミノールが含まれる。
【０１５３】
　本発明の繊維を作製する方法は、後述する例に記載されている。また、本発明の繊維の
吸収性も、後述する例に要約されている。
【０１５４】
　いくつかの態様では、架橋剤の混合物及び／または配合物も使用することができる。
【０１５５】
　前記架橋剤は、架橋剤とセルロース繊維との結合反応を加速させるための触媒を含むこ
とができる。適切な触媒には酸性塩が含まれ、そのようなものとしては、塩化アンモニウ
ム、硫酸アンモニウム、塩化アルミニウム、塩化マグネシウム、及びリン含有酸のアルカ
リ金属塩などがある。
【０１５６】
　カルボキシアルキルセルロース繊維内での永久的な架橋（永久架橋）の分布は、前記永
久架橋が繊維内または繊維上に組み込まれた時期に応じて異なり得る。一態様では、永久
架橋剤は、カルボキシアルキル化の前か、あるいはカルボキシアルキル化と同時に、繊維
に組み込まれる。それらの段階でのカルボキシアルキルセルロース繊維の高い膨潤比に起
因して、永久架橋は繊維内構造の全体に渡って形成される。言い換えれば、永久架橋は、
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前記繊維内に均一に形成される。このタイプの架橋構造は、「バルク架橋（bulk crossli
nked）」構造と呼ばれる。別の態様では、繊維が高膨潤段階にはなく、カルボキシアルキ
ル化の後に永久架橋剤が繊維の表面に組み込まれた場合、永久架橋は繊維の表面のみに形
成されるか、あるいは表面に形成された永久架橋は高い濃度を有する。このタイプの架橋
構造は、「表面架橋」構造と呼ばれる。この特定の態様では、多価金属イオンはカルボキ
シアルキル化反応を妨げるので、非永久架橋剤は、カルボキシアルキル化の前か、または
カルボキシアルキル化と同時には、繊維に組み込むことはできない。
【０１５７】
　本発明のカルボキシアルキルセルロース繊維は、バルク架橋及び表面架橋の両方により
架橋されることができる。一態様では、本発明のカルボキシアルキルセルロース繊維は、
前記繊維のバルク及び表面において永久架橋により架橋されることができる。別の態様で
は、本発明のカルボキシアルキルセルロース繊維は、バルクにおいて永久架橋され、表面
において非永久架橋されることができる。
【０１５８】
　セルロース繊維に加えられる架橋剤の量は、架橋剤の種類に左右されるが、セルロース
繊維の総重量に基づいて約０．０１ないし約１０．０重量％の範囲が適切である。いくつ
かの特定の態様では、セルロース繊維に加えられる架橋剤の量は、セルロース繊維の総重
量に基づいて約１．０ないし約８．０重量％の範囲である。
【０１５９】
　いくつかの態様では、架橋剤は、水性アルコール溶液としてセルロース繊維に加えるこ
とができる。前記溶液中には水が、前記繊維の細胞壁内で架橋結合するのを可能にする程
度まで前記繊維を膨潤するのに十分な量で存在する。しかし、前記溶液は、前記繊維を溶
解させるのに十分な量の水は含まない。適切なアルコールには、前記架橋剤が溶解可能で
あり、前記繊維（すなわち、未改質またはカルボキシアルキル化されたセルロース繊維）
が架橋化されないアルコールが含まれる。代表的なアルコールには、例えばメタノール、
エタノール、イソプロパノール、ｎ－ブタノール、イソブタノール、ｓ－ブタノール及び
ペンタノールなどの、１ないし５個の炭素原子を有するアルコールが含まれる。特定の一
態様では、前記アルコールはエタノールである。別の特定の態様では、前記アルコールは
メタノールである。
【０１６０】
　当然のことながら、本発明の繊維は、その繊維構造に起因して、その繊維長さに沿って
及びその繊維の細胞壁を通じてカルボキシル基及び／または架橋基の分布を有する。一般
的に、カルボキシアルキル化及び／または架橋化は、繊維コアまたはその近傍よりも、繊
維の表面またはその近傍での方が多い。表面架橋は、繊維の乾燥性を向上させるため、及
び総吸収能力と表面乾燥性とのバランスを良好にするために有益である。繊維の膨潤時間
及び浸漬時間もまた、カルボキシアルキル化及び架橋化の密度勾配に影響を与えることが
できる。前記密度勾配は、繊維構造に起因し得、カルボキシアルキル化及び／または架橋
化の反応条件を制御することにより調節及び最適化することができる。
【０１６１】
　本発明の、実質的に非水溶性で水膨潤性の非再生カルボキシアルキルセルロース繊維は
吸収性繊維であり、様々な用途に使用することができる。例えば、本発明の繊維は、吸収
性物品（例えば、幼児用おしめ、成人用失禁製品、及び女性用ケア製品）に組み込むこと
ができる。
【０１６２】
　セルロース繊維は、本発明の超吸収性繊維を作製するための出発材料である。他のソー
スからも入手可能であるが、適切なセルロース繊維は主に木材パルプから得られる。本発
明に使用するのに適切な木材パルプ繊維は、その後の漂白の有無に関わらず、例えばクラ
フト法及び亜硫酸法などの公知の化学プロセスから得ることができる。また、パルプ繊維
は、熱機械的方法、化学熱機械的方法、またはそれらの組み合わせにより処理することも
できる。高αセルロースパルプもまた、適切な木材パルプ繊維である。適切なパルプ繊維
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は、化学的方法により作製される。しかし、砕木繊維（グランド繊維）、リサイクルまた
は二次的な木材パルプ繊維、並びに漂白された及び漂白されていない木材パルプ繊維も使
用することができる。適切な繊維には、広葉樹繊維及び／または針葉樹繊維が含まれ得る
。適切な繊維は、ウェアーハウザー社（Weyerhaeuser Company）を含む多くの会社から市
販されている。例えば、本発明に有用な、サザンパインから作製された適切なセルロース
繊維は、ウェアーハウザー社から、ＣＦ４１６、ＮＦ４０５、ＰＬ４１６、ＦＲ５１６及
びＮＢ４１６の名称で市販されている。他の適切な繊維には、北方針葉樹及びユーカリの
繊維が含まれる。他の適切な非木材パルプには、ライグラス（rye grass）繊維及びコッ
トンリンタ（cotton linter）が含まれる。
【０１６３】
　セルロース繊維は、本発明の繊維を形成するために適切な幅広い範囲の重合度を有する
。いくつかの態様では、前記セルロース繊維は、約１０００よりも大きい、例えば約１５
００ないし約３０００、または例えば約１５００ないし約２５０００の、比較的高い重合
度を有する。ＤＰ（重合度）が大きいセルロース繊維は、一般的に、吸収能力が高い架橋
されたカルボキシアルキルセルロース繊維を生成するので、本発明のための望ましい出発
材料であり得る。
【０１６４】
　いくつかの態様では、本発明の繊維は、約１．０ｍｍよりも大きい平均長さを有する。
そのため、前記繊維は、約１．０ｍｍよりも大きい長さを有する繊維から適切に作製され
る。いくつかの態様では、本発明の繊維を作製するために適切な長さを有する繊維には、
それぞれ約２．８ｍｍ、約２．０ｍｍ及び約１．０ｍｍの平均長さを有するサザンパイン
、北方針葉樹、及びユーカリの繊維が含まれる。
【０１６５】
　いくつかの態様では、本発明の繊維は、カルボキシアルキル化されたセルロース繊維で
ある。本明細書においては、「カルボキシアルキル化されたセルロース繊維」とは、カル
ボキシアルキル化剤と反応させることによりカルボキシアルキル化されたセルロース繊維
を指す。「カルボキシアルキル化されたセルロース繊維」なる用語は、カルボキシアルキ
ル化繊維の遊離酸または塩の形態を含むことを理解されたい。適切な金属塩には、とりわ
け、ナトリウム塩、カリウム塩及びリチウム塩が含まれる。カルボキシアルキル化された
セルロース繊維は、カルボキシアルキルセルロースを提供するためにセルロース繊維の水
酸基をカルボキシアルキル化剤と反応させることにより作製することができる。
【０１６６】
　適切なカルボキシアルキル化剤には、モノクロロ酢酸及びその塩、３－クロロプロピオ
ン酸及びその塩、または、アクリルアミドが含まれる。本発明の繊維の作製に有用なカル
ボキシアルキルセルロースには、カルボキシメチルセルロース、カルボキシエチルセルロ
ース、及びカルボキシメチルエチルセルロースが含まれる。
【０１６７】
　本発明の繊維は、約０．５ないし約１．５のカルボキシル基の平均置換度を有すること
を特徴とすることができる。いくつかの態様では、前記繊維は、約０．７ないし約１．２
のカルボキシル基の平均置換度を有する。他の態様では、前記繊維は、約０．８ないし約
１．０のカルボキシル基の平均置換度を有する。本明細書においては、「カルボキシル基
の平均置換度」は、前記繊維内のグルコース単位１モル当たりのカルボキシル基の平均モ
ル数を指す。当然のことながら、本発明の繊維は、上述したカルボキシル基の平均置換度
を有するカルボキシル官能基の分布を含む。
【０１６８】
　上述したように、本発明の繊維は、超吸収性を示すことができる。本発明の繊維は、上
述した遠心保持能力（ＣＲＣ）試験で測定された、少なくとも約１０グラム／グラム（ｇ
／ｇ）の液体吸収能力を有する。一態様では、前記繊維は、少なくとも約２０ｇ／ｇの液
体吸収能力を有する。別の態様では、前記繊維は、少なくとも約２５ｇ／ｇの液体吸収能
力を有する。さらに別の態様では、前記繊維は、少なくとも約１０ないし約４０ｇ／ｇの
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液体吸収能力を有する。
【０１６９】
　本発明の繊維は、後述する自由膨潤容量試験で測定された、少なくとも約３０ないし約
７０ｇ／ｇの液体吸収能力を有する。一態様では、前記繊維は、少なくとも約５０ｇ／ｇ
の液体吸収能力を有する。他の態様では、前記繊維は、少なくとも約６０ｇ／ｇの液体吸
収能力を有する。
【０１７０】
　本発明の繊維は、後述する荷重下吸収性（ＡＵＬ）試験で測定された、少なくとも約１
０ないし約４０ｇ／ｇの液体吸収能力を有する。一態様では、前記繊維は、少なくとも約
２０ｇ／ｇの液体吸収能力を有する。他の態様では、前記繊維は、少なくとも約３０ｇ／
ｇの液体吸収能力を有する。
【０１７１】
　本発明の繊維は、例えば従来の空気体積技術により、パッドに形成することもできる。
パッドの性能特性は予め定めることができる。本発明の繊維の有益な性質は、それらの繊
維から作製されたパッドが、複数回の液体侵襲に対する液体吸収時間が素早いことである
。あるパットが複数回の侵襲を受けた場合、その後の侵襲の液体吸収時間は実際に減少す
る。本発明の繊維により作製されたパッドのその後の侵襲の液体吸収時間は、上述したFl
uid Intake Flow Back Evaluation（ＦＩＦＥ）試験により測定することができる。本発
明の繊維から作製されたパッドのＦＩＦＥ試験の結果は、後述する例に示す。
【０１７２】
　この有益な液体吸収能力に加えて、本発明の繊維から作製されたパッドは、複数回の侵
襲を受けた後に、優れた湿潤強度及び完全性を示す。本発明の繊維から作製されたパッド
の湿潤強度の結果は、例３に示す。
【０１７３】
　本発明の繊維を作製するための例示的な方法は、例３、例６及び例７に説明されている
。また、前記繊維の吸収性が、これらの例に要約されている。
【０１７４】
　本発明のいくつかの態様では、繊維束が提供される。前記繊維束は、上述した本発明の
繊維の集合体（または複数本まとめたもの）である。この繊維束では、互いに隣接する繊
維は、互いに接触している。前記繊維束は、互いに隣接する繊維との接触が摩擦または絡
み合いなどにより物理的に維持されたかあるいは水素結合または架橋結合などにより化学
的に維持された、複数本の前記繊維の集合体である。
【０１７５】
　本発明の繊維束は、約５０ないし約２０００μｍの直径、約２００ないし約２０００ｇ
／ｍ２の坪量、及び約０．０３ないし約１．５ｇ／ｃｍ３の密度を有し得る。
【０１７６】
　その構成要素である繊維と同様に、本発明の繊維束は、優れた吸収能力を示す。
【０１７７】
　いくつかの態様では、本発明は、セルロース繊維の表面の外観的特徴を持つ表面と、複
数の非永久的な繊維内金属架橋と、複数の永久的な繊維内架橋とを有する、実質的に非水
溶性で水膨潤性の非再生カルボキシアルキルセルロースを作製するための方法を提供する
。前記繊維を含む繊維束を作製する方法も提供される。
【０１７８】
　本発明の繊維は、セルロース繊維のカルボキシアルキル化及び架橋化を含む方法により
作製することができる。いくつかの態様では、セルロース繊維は、カルボキシアルキル化
された後に架橋化される。この方法では、カルボキシアルキル化されたセルロース繊維は
、実質的に非水溶性に改変するのに十分な量の架橋剤で処理される。
【０１７９】
　他の態様では、セルロース繊維は、架橋化された後にカルボキシアルキル化される。こ
の方法では、架橋化されたセルロース繊維は、カルボキシアルキル化によって吸水性を高
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めるように改変される。どちらの方法で作製された繊維も、吸水性、水膨潤性、及び非水
溶性において高い性能を示す。
【０１８０】
　いくつかの態様では、この方法は、セルロース繊維をカルボキシアルキル化剤及び架橋
剤で処理してカルボキシアルキル化することを含む。この方法では、カルボキシアルキル
セルロース繊維の溶解は行われないため、その方法の各ステップを通じて繊維形状が保た
れる。
【０１８１】
　いくつかの態様では、この方法は、カルボキシアルキル化媒体内で、セルロース繊維を
カルボキシアルキル化剤で処理してカルボキシアルキル化するステップ、及び、前記セル
ロース繊維を多価金属イオン架橋剤及び第２の架橋剤で処理して実質的に非水溶性で水膨
潤性のカルボキシアルキルセルロース繊維を作製するステップを含む。
【０１８２】
　いくつかの態様では、第２の架橋剤は、実質的に不水性かつ水膨潤性のカルボキシアル
キルセルロース繊維を提供するために使用される。前記第２の架橋剤は、前記繊維に永久
架橋を付与し、前記繊維はその方法を通じてその繊維形状を保つ。いくつかの態様では、
前記繊維は、前記第２の架橋剤で処理する前に、金属イオン架橋剤で処理する。他の特定
の態様では、前記繊維は、第２の架橋剤で処理した後に、金属イオン架橋剤で処理する。
さらに別の態様では、前記繊維は、金属イオン架橋剤及び前記第２の架橋剤によって同時
に処理される。いくつかの態様では、前記第２の架橋剤は、１，３－ジクロロ－２－プロ
パノールである。他の態様では、前記多価金属イオン架橋剤は、アルミニウム化合物を含
む。
【０１８３】
　いくつかの態様では、実質的に非水溶性で水膨潤性のカルボキシアルキルセルロース繊
維を作製するための前記方法は、セルロース繊維をカルボキシアルキル化剤及び前記繊維
に永久架橋を付与する架橋剤で処理し、架橋されたカルボキシアルキルセルロース繊維を
提供するステップと、前記架橋されたカルボキシアルキルセルロース繊維を多価金属イオ
ン架橋剤で処理し、実質的に非水溶性で水膨潤性のカルボキシアルキルセルロース繊維を
提供するステップとを含み、前記繊維はこの方法の全体に渡ってその繊維形状を保つ。い
くつかの特定の態様では、前記繊維に永久架橋を付与する前記架橋剤は、１，３－ジクロ
ロ－２－プロパノールである。他の態様では、前記多価金属イオン架橋剤は、アルミニウ
ム化合物を含む。
【０１８４】
　いくつかの態様では、実質的に非水溶性で水膨潤性のカルボキシアルキルセルロース繊
維を作製するための前記方法は、架橋されたセルロース繊維をカルボキシアルキル化剤で
処理し、架橋されたカルボキシアルキルセルロース繊維を提供するステップと、前記架橋
されたカルボキシアルキルセルロース繊維を多価金属イオン架橋剤で処理し、実質的に非
水溶性で水膨潤性のカルボキシアルキルセルロース繊維を提供するステップとを含み、前
記繊維はこの方法の全体に渡ってその繊維形状を保つ。いくつかの特定の態様では、前記
架橋されたセルロース繊維は、１，３－ジクロロ－２－プロパノールにより架橋されてい
る。他の態様では、前記多価金属イオン架橋剤は、アルミニウム化合物を含む。
【０１８５】
　いくつかの態様では、前記方法は、実質的に非水溶性で水膨潤性のカルボキシアルキル
セルロース繊維を乾燥させるステップをさらに含む。他の態様では、前記方法は、実質的
に非水溶性で水膨潤性のカルボキシアルキルセルロース繊維を個々の繊維に分解し、個々
の繊維を提供するステップをさらに含む。さらに別の態様では、前記方法は、実質的に非
水溶性で水膨潤性のカルボキシアルキルセルロース繊維を個々の繊維に分解し、実質的に
非水溶性で水膨潤性のカルボキシアルキルセルロース繊維から成る繊維束を提供するステ
ップをさらに含む。
【０１８６】
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　前記カルボキシアルキル化剤は、モノクロロ酢酸若しくはその塩、３－クロロプロピオ
ン酸若しくはその塩、またはアクリルアミドであり得る。
【０１８７】
　カルボキシアルキル化媒体は、１若しくはそれ以上のアルコール及び水の混合物を含む
。いくつかの特定の態様では、前記アルコールはエタノールである。他の特定の態様では
、前記アルコールはイソプロパノールである。
【０１８８】
　本発明の繊維は、多価金属イオン架橋剤を使用して形成した非永久的な繊維内架橋を含
む。このような架橋剤には、アルミニウム、ホウ素、ビスマス、チタン、ジルコニウム、
セリウム、及びクロムから選択された金属イオンが含まれる。それらの混合物も使用可能
である。前記多価金属イオン架橋剤は、繊維の重量に基づいて、約０．１ないし約１０重
量％の量で用いられる。架橋剤の量は、架橋剤の性質及び繊維製品に所望される吸収性に
左右される。
【０１８９】
　いくつかの態様では、前記多価金属イオン架橋剤はアルミニウム化合物である。適切な
アルミニウム架橋剤には、酢酸アルミニウム、硫酸アルミニウム、塩化アルミニウム、及
び乳酸アルミニウムが含まれる。代表的な酢酸アルミニウムには、モノ酢酸アルミニウム
、ジ酢酸アルミニウム、トリ酢酸アルミニウム、ヘミ酢酸アルミニウム、サブ酢酸アルミ
ニウム、及び、水混和性の有機溶媒中で非化学量論量の酢酸及び水酸化物から作製された
酢酸アルミニウムの混合物が含まれる。いくつかの態様では、アルミニウム架橋剤は、ホ
ウ酸により安定化させたモノ酢酸アルミニウムである（アルドリッチケミカル社（Aldric
h Chemical Companty）から入手可能な、酢酸アルミニウム、塩基性、安定剤としてホウ
酸含むＣＨ３ＣＯ２Ａｌ（ＯＨ）２・１／３Ｈ３ＢＯ３）。別の特定の態様では、アルミ
ニウム架橋剤は、使用の直前に調製される。
【０１９０】
　上述したように、非永久的な金属イオン架橋に加えて、本発明の繊維は永久的な繊維内
架橋も含む。永久的な繊維内架橋は、前記繊維を、カルボキシル基、カルボン酸基及び水
酸基から成る群より選択される少なくとも１つの官能基と反応可能な少なくとも２つの官
能基を有する有機化合物と架橋結合させることにより作製することができる。永久架橋を
作製するための適切な架橋剤は、上述した。代表的な永久架橋には、エーテル架橋、アミ
ド架橋及びエステル架橋（例えば、ジエーテル架橋）が含まれる。
【０１９１】
　いくつかの態様では、カルボキシアルキル化の間かまたは後にセルロース繊維が架橋化
される場合、適切な架橋剤には、カルボキシアルキル化反応のアルカリ性条件を安定させ
るための永久架橋を提供するものが含まれる。これらの方法では、架橋剤は、望ましくは
、ジエーテル架橋（例えば、１，３－ジクロロ－２－プロパノール）を提供する。前記永
久架橋は、カルボキシアルキル化の前か、間かまたは後に、前記繊維に組み込むことがで
きる。
【０１９２】
　いくつかの態様では、前記方法は、前記セルロース繊維をカルボキシアルキル化する前
に、前記セルロース繊維を架橋剤で処理するステップを含む。この方法では、架橋された
セルロース繊維がカルボキシアルキル化される。この態様では、架橋された繊維から作製
された前記カルボキシアルキル化されたセルロース繊維は、その後、前記繊維に非永久的
架橋を付与するために多価金属イオン架橋剤で処理される。
【０１９３】
　いくつかの態様では、前記方法は、前記セルロース繊維のカルボキシアルキル化と同時
に、前記セルロース繊維を架橋剤で処理するステップを含む。この方法では、セルロース
繊維は、カルボキシアルキル化の間に架橋化される。この態様では、カルボキシアルキル
化されかつ架橋されたセルロース繊維は、その後、前記繊維に非永久的架橋を付与するた
めに多価金属イオン架橋剤で処理される。
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【０１９４】
　いくつかの態様では、前記方法は、前記セルロース繊維をカルボキシアルキル化した後
かつカルボキシアルキルセルロース繊維を多価金属イオン架橋剤で処理する前に、前記セ
ルロース繊維繊維を架橋剤で処理するステップを含む。他の態様では、前記方法は、前記
カルボキシアルキルセルロース繊維を多価金属イオン架橋剤で処理した後に、前記セルロ
ース繊維を架橋剤で処理するステップを含む。
【０１９５】
　いくつかの態様では、前記多価金属イオン架橋剤は、前記繊維の重量に基づいて約０．
１ないし約１０重量％の量で前記繊維に加えられ、永久架橋を形成するための架橋剤（例
えば、有機化合物）は、前記繊維の重量に基づいて約０．１ないし約５重量％の量で前記
繊維に加えられる。いくつかの特定の態様では、前記多価金属イオン架橋剤は、前記繊維
の重量に基づいて約１ないし約８重量％の量で前記繊維に加えられ、永久架橋を形成する
ための架橋剤（例えば、有機化合物）は、前記繊維の重量に基づいて約０．５ないし約２
重量（ｗｔ）％の量で前記繊維に加えられる。
【０１９６】
　以下は、前記繊維及び繊維束を作製するためのある例示的な方法の説明である。
【０１９７】
　パルプの作製
【０１９８】
　木材パルプ繊維は、本発明の吸水性複合材料を利用した繊維及び繊維束を作製するため
の開始材料である。代表的な方法では、広葉樹チップまたは針葉樹チップを従来の、また
は改良した連続蒸解装置で蒸し、カッパ価２０～４０を有するパルプを提供する。その後
、クラフトパルプを酸素脱リグニン反応器内で脱リグニンし、続いて従来の漂白過程（例
えば元素状塩素を含まない漂白）及び漂白手順（DeopDまたはDEopDED）によって部分的ま
たは完全に漂白することができる。パルプ化、脱リグニン、及び漂白ステップによって与
えられるパルプ毛細管粘度は約２５ｃｐｓより大きく、パルプは、最大約８７％ ＩＳＯ
の白色度を有する。粘稠度約１０～１５％の漂白パルプをその後脱水（例えばプレス機ま
たは遠心分離機）して、粘稠度３０～３５％のパルプを得る。脱水したパルプをその後さ
らに乾燥させ、粘稠度を５０～６０％（すなわち乾燥履歴のないパルプ）にするかまたは
例えば空気乾燥機により８５～９０％（空気乾燥パルプ）にした。乾燥パルプは、このと
き、カルボキシアルキルセルロース形成の準備が整っている。
【０１９９】
　カルボキシアルキルセルロースの作製
【０２００】
　高粘稠度パルプ（例えば５０～９０％）をおよそ室温で窒素下でバッチ式または連続式
の何れかのカルボキシアルキルセルロース反応器内に導入し、アルコール（例えばイソプ
ロパノール）と混合する。パルプ繊維をその後、約２５℃で０．５～１時間、水に溶かし
た５０重量％の水酸化ナトリウムで処理する（すなわちマーセル化）。アルカリ化したパ
ルプをその後、約５５～７５℃の温度で３～４時間、アルコールに溶かしたカルボキシア
ルキル化剤（例えばエタノールに溶かした５０重量％のクロロ酢酸）で処理する。この時
間の間、アルコール溶媒と水の比が約２以下で、反応器内のパルプの粘稠度は約１５％な
いし約２５％である。カルボキシアルキル化（すなわちエーテル麻酔）が完了した時点で
、酸（例えば水に溶かした３３重量％の塩化水素）を加えることによってカルボキシアル
キルセルロース繊維を中和する。
【０２０１】
　過程において、約０．５ないし約１．５の置換度（ＤＳ）を有するカルボキシアルキル
セルロース（例えばカルボキシメチルセルロース（ＣＭＣ）が生成される。置換度は、無
水グルコース単位１ｍｏｌ当たりの繊維に導入されるカルボキシル基のｍｏｌ数として定
義される。連続過程においては、アルキル化及びエーテル化化学物質を混合器内でパルプ
と混合し、混合物をかき混ぜずに反応器に移送する。バッチ過程では、連続的にかき混ぜ
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ながら化学物質を反応器内でパルプと混合する。
【０２０２】
　上記したように、カルボキシアルキルセルロースの作製には、３つの段階、すなわち（
１）アルキル化（すなわちマーセル化）、（２）カルボキシアルキル化（すなわちエーテ
ル化）、並びに（３）中和及び洗浄が含まれる。
【０２０３】
　アルキル化段階のための代表的な作業条件には、約０ないし３０℃の温度、約０．５な
いし１．５時間の時間、約２ないし約５０の濃縮溶液（すなわちアルコール溶媒及び水）
とパルプの比、約１ないし約１０の溶媒（エタノールまたはイソプロパノール）と水の比
、及びセルロース１ｍｏｌ当たり約２～４ｍｏｌの水酸化ナトリウム・チャージレート（
charge rate）が含まれる。
【０２０４】
　カルボキシアルキル化反応段階のための代表的な処理パラメータには、約５０℃ないし
約８０℃の温度、約２ないし約４時間の処理時間、約２ないし約２０の濃縮溶液とパルプ
の比、約１ないし約２５の溶媒と水の比、及び約１ないし２ｍｏｌ／ｍｏｌセルロースの
カルボキシアルキル化剤（クロロ酢酸）チャージレートが含まれる。
【０２０５】
　中和後、カルボキシアルキル化セルロース繊維を、アルコール（例えばエタノール）と
水の混合液（濃度６０～８０質量％）で洗浄する（例えばベルト洗浄機または遠心分離機
）。過程において、残留塩は５質量％以下である。洗浄ステップ中は、酢酸を用いてカル
ボキシアルキルセルロース繊維を中和する。
【０２０６】
　そのように製造したカルボキシアルキルセルロース繊維は、架橋の準備が整っている。
【０２０７】
　架橋カルボキシアルキルセルロース繊維の作製
【０２０８】
　カルボキシアルキル化反応器から得たカルボキシアルキルセルロース繊維を約３０％の
粘稠度で連続反応器内に導入する。反応器において、カルボキシアルキルセルロース繊維
を、約２０℃ないし約７５℃の温度で０．２ないし２時間の時間にわたり、約５～２５％
の粘稠度で架橋剤を用いて処理する。温度及び時間は、架橋剤の性状に左右され得る。代
表的な架橋反応器内では、濃縮溶液（すなわち有機溶媒及び水）とパルプの比は約２ない
し２０、有機溶媒と水の比は約１ないし約２、カルボキシアルキルセルロース繊維の重量
に基づく架橋剤チャージレートは約２ないし約７質量％である。
【０２０９】
　一部の態様では、架橋（永久架橋）反応を、架橋（永久）がカルボキシアルキル化と実
質的に同時に発生するようなカルボキシアルキルセルロース反応器内で実行する。架橋反
応器から出た架橋カルボキシアルキルセルロース繊維（永久架橋を有する）は、その後、
溶媒を除去され（例えば蒸気除去手段による蒸気の使用を通して）、実質的に溶媒を含ま
ない架橋カルボキシアルキルセルロース繊維が得られる。エタノール中のカルボキシアル
キルセルロース繊維に架橋剤を適用するときには、架橋繊維から引き離したエタノールを
、エタノール回収及び再利用のためにエタノール蒸留塔に戻すことができる。
【０２１０】
　カルボキシアルキル化反応における溶媒に使われるエタノールを、過程の他のステップ
からエタノールを回収及び再利用するためのエタノール蒸留塔と液体連通しているエタノ
ール貯蔵タンクから供給することができる。
【０２１１】
　架橋剤に使われる溶媒としての架橋ステップのためのエタノールを、エタノール貯蔵タ
ンクから架橋反応器へ供給することができる。
【０２１２】
　実質的にエタノールを含まない繊維をフラッファ（例えばピンフラッファまたはシュレ
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ッダ）内でさらに離解し、架橋カルボキシアルキルセルロース繊維及び関連する架橋カル
ボキシアルキル化セルロース繊維束を提供することができる。
【０２１３】
　架橋カルボキシアルキルセルロース繊維のさらなる架橋
【０２１４】
　実質的にエタノールを含まない架橋カルボキシアルキル化セルロース繊維を、任意選択
で、架橋カルボキシアルキル化セルロース繊維に第２の架橋剤を適用しかつ処理された架
橋カルボキシアルキル化セルロース繊維を乾燥させることによってさらに架橋し、架橋カ
ルボキシアルキル化セルロース繊維を提供し得る。任意選択の追加的な架橋は乾燥中に発
生し、それは、例えば、流動層乾燥機、フラッシュ乾燥機、ベルトコンベアー乾燥機、ま
たはドラム乾燥機を用いて実行することができる。
【０２１５】
　架橋カルボキシアルキルセルロース繊維の篩い分け及びパッケージング
【０２１６】
　乾燥させた架橋カルボキシアルキルセルロース繊維及び／または繊維束を篩い分けして
特定のサイズ分布を選択することができる。最終的な繊維及び／または繊維束製品をエア
ーレイ法によってシート状にし、最終製品をロール状にパッケージングすることができる
。あるいは、繊維及び／または繊維束製品をベール梱包することができる。
【０２１７】
　溶媒回収、塩回収、及び廃棄物処理
【０２１８】
　カルボキシアルキルセルロース反応器洗浄物からのろ液並びに除去手段及び乾燥機から
のオフガスを溶媒回収過程に送ることができる。溶媒（例えばエタノール）を蒸留装置を
用いてろ液から回収することができる。回収した溶媒を過程に再利用することができる。
蒸留装置の残留物を塩回収過程に送ることができる。残留ろ液を廃棄物処理に送ることが
できる。
【０２１９】
　架橋カルボキシアルキルセルロース繊維及び繊維束の吸収特性を、直接決定するか、ま
たは繊維及び／または束をエアーレイ技術によってパッドの形にし、その後パッド性能を
試験することによって決定することができる。
【０２２０】
　高吸水性繊維を含む吸水性複合材料
【０２２１】
　本発明の高吸水性繊維が形成された時点で、高吸水性繊維を含む吸水性複合材料を製造
することができる。本発明の高吸水性繊維を最大で１００ｗｔ％含み、吸水性複合材料全
体（すなわち全体にわたって均一または不均一に）または吸水性複合材料の表面部分のみ
のいずれかで高吸水性繊維間の繊維間結合（すなわち２つ以上の繊維間の結合）の形成を
可能にする過程によって形成される吸水性複合材料は、処理されていない同一複合材料よ
り良好であるか、またはフラッフ繊維及び高吸水性粒子からなる従来の複合材料とより良
好であるか同程度であるような、流体ウィッキング容量及び湿潤完全性を示すことができ
ることが発見された。
【０２２２】
　一部の態様では、市販の木材パルプフラッフ、例えばウェアーハウザーＮＢ４１６（ウ
ェアーハウザー社（Weyerhaeuser Company）から入手可能）などを、アルコール媒体中で
のカルボキシメチル化を通して化学修飾し、上記したように内部架橋剤及び表面架橋剤の
両方を用いて架橋した。適切な繊維については、米国特許出願第１１／５４２５１０号及
び米国特許出願第１１／５４２５６７号に記載されており、これらの内容は、本明細書と
矛盾しない形で引用を以て本明細書の一部となす。１つの特定の態様では、修飾高吸水性
繊維を水性アルコール媒体中でウエットレイを行った。別の特定の態様では、高吸水性繊
維をエアーフォーミング（air-form）し、その後、特別に調合された流体により表面含水
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処理した。これら２つの過程の詳細な説明を以下に要約する。
【０２２３】
　ウエットレイド高吸水性繊維複合材料：
【０２２４】
　本発明の高吸水性繊維を、少なくとも６０％のアルコール（すなわちエタノールまたは
イソプロパノール）及び最大でも４０％の水を含む媒体中に懸濁した。スラリーは、約０
．１％ないし約５％の粘稠度を有していた。スラリーを撹拌器によって機械で混合し、ス
タンダードＴＡＰＰＩシートフォーマーに移送した。シートフォーマーの寸法は、８イン
チ×８インチ（２０．３ｃｍ×２０．３ｃｍ）であった。シートフォーマーは、シートフ
ォーマー内にスラリーを加えることができるように上部が開いている。シートフォーマー
の底部は、溶媒のみを通過させることが可能な網に気密に取り付けられている。しかし、
繊維と溶媒の分離は、真空源をシートフォーマーに接続するバルブによって制御される。
液体媒体をシートフォーマーに排出し、高吸水性繊維のウエットレイドシートを形成した
。
【０２２５】
　形成されたシートを、両面、吸い取り紙（ドムター社（Domtar Industries）から入手
可能な、坪量２５０±１０ｇ／ｍ２のＤＯＭＴＡＲ８インチ×８インチ吸い取り紙）を用
いて吸い取りを行い、間隙液を除去した。その後、任意選択で、シートの含水量を減少さ
せるために、ウエットレイドシートをより高いアルコール（エタノールまたはイソプロパ
ノール）含有量（６０ｗｔ％）を有する水性アルコール媒体にさらした。このように追加
的にさらした後、さらに間隙液を除去するために、吸い取り紙（任意選択の真空源を用い
ることも可能）を用いてさらに吸い取りを行うことによってシートをさらに乾燥させた。
各々の吸い取りの後、湿っている吸い取り紙を取り除き、乾燥している吸い取り紙と交換
した。その後、複合材料を重いカウチロール（１２．５ｋｇ、研磨ステンレス鋼ロール、
長さ３３ｃｍ、直径７．６ｃｍ）を用いてカウチング（couch）した。
【０２２６】
　吸い取り及びカウチングを数回行った後の湿潤シートを、その後、固形分が約８５ｗｔ
％以上、例えば固形分が８８～９２ｗｔ％になるまで空気乾燥させた（あるいは任意選択
でオーブン乾燥させることができる）。この処理の結果として、高吸水性繊維の性状及び
アルコールと水の蒸発速度の差に起因して、複合材料全体に繊維間結合が形成された。例
えば、処理は、高吸水性繊維を膨張させた。膨張に起因するサイズの増加により、各高吸
水性繊維は、周りにある他の高吸水性繊維と接触できるようになった。その上、高吸水性
繊維の表面は、処理によって粘つくようになった。処理の結果として、繊維は、とりわけ
、互いに共有結合することができた。
【０２２７】
　エアーフォーミング後に含水処理した高吸水性繊維複合材料：
【０２２８】
　本発明の高吸水性繊維を、ハンドシートフォーマーを用いてエアーフォーミングし、そ
の後、約０．１ないし０．３グラム／ｃｍ３の密度まで高密度化した。約５ｗｔ％カチオ
ン性ポリマー材料（米国デラウエア州ウィルミントンに本社を置くハーキュリーズ社（He
rcules, Inc.）から入手可能なＫＹＭＥＮＥ ５７７Ｈ）、５２％のエタノール及び４３
％の水を含む溶液を作製し、シートの表面上へ噴霧した。噴霧後、強制空気オーブンを用
いて固形分が約８８～９２ｗｔ％になるまでシートを乾燥させた。複合材料が約２ｗｔ％
のＫＹＭＥＮＥ含有量を有するようになるまで、この過程（すなわち噴霧及び乾燥）を繰
り返した。ＫＹＭＥＮＥは複合材料の表面上に柔らかい皮を与えたが、複合材料の内部は
実質的に影響を受けなかったことに留意されたい。この場合には、繊維間結合は、実質的
に複合材料の表面上のみに形成される。
【０２２９】
　その他のアプローチ：
【０２３０】
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　上記した２つのアプローチは、共通の目標を達成する。共通の目標とは、吸水性複合材
料全体の範囲内または実質的に吸水性複合材料の表面部分上のみのいずれかにおいて、本
発明の高吸水性繊維同士のある程度の繊維間結合の形成を可能にすることである。上記し
たように形成される繊維間結合が前もって形性される。本明細書において、「前もって形
性される」なる語は、吸収性物品に組み込まれる前に結合が形成されることを意味する。
同じ機序によって、繊維間結合のその場形成もまた、流体ウィッキング容量及び湿潤完全
性の両方を向上させるのに効果的であり得る。そのようなその場繊維間結合形成を達成す
るために、吸収性製品の使用中に体液によって濡らされたときに化学物質が高吸水性繊維
によって生成される電荷と反対の電荷を生成するようにイオン化されることになるように
、高吸水性繊維の表面を適切な化学物質（例えばカチオン性ポリマー材料など）でコーテ
ィングすることができる。従って、高吸水性繊維の表面上の２種類の電荷間のイオン相互
作用に起因して、流体曝露されると結合がその場形成されることになる。高吸水性繊維は
アニオン性材料でできているので、表面処理にはカチオン性材料が適するであろう。その
ようなカチオン性材料の例には、限定されるものではないが、ポリビニルアミン、ポリビ
ニルイミン、ポリ４級アンモニウム、キトサン及びキトサン塩が含まれる。このアプロー
チの利点は、エアーフォーミングした吸水性複合材料から本発明の改善された流体ウィッ
キング及び湿潤完全性を達成することができることである。
【０２３１】
　吸水性複合材料の製造方法：
【０２３２】
　一部の態様では、高吸水性繊維を含む本発明の吸水性複合材料を製造するときに繊維間
結合度を制御することが望ましい。繊維間結合度の制御は、本明細書に記載されているよ
うに処理されていない本発明の高吸水性繊維を含む複合材料や繊維間結合が制御されてい
ないものと比べて、吸水性複合材料の望ましい（すなわち改善された）流体ウィッキング
容量及び／または湿潤完全性をもたらすことができる。例えば、一部の態様では、繊維間
結合度が高すぎるときには、結果的に得られる吸水性複合材料が非常にゴワゴワすること
があり、繊維膨張能力の過剰な制約と、膨張中に発生するウィッキング毛細管現象の不足
から、ウィッキングが損なわれることがある。
【０２３３】
　上記したようにアルコールを用いて本発明の吸水性複合材料を製造するとき、アルコー
ル含有量は、吸水性複合材料に形成される繊維間結合度を決定する制御因子になる傾向が
ある。それゆえ、アルコール含有量が少なすぎる（例えば５０ｗｔ％以下）ときには、高
吸水性繊維は、かなり膨張して、アルコール含有量が５０ｗｔ％以上であるときと比べて
より多くの結合を形成することができる。一般に、アルコール含有量が多ければ多いほど
、形成される繊維間結合の数は少なくなる。
【０２３４】
　吸収性物品
【０２３５】
　上記の吸収性物品（トレーニングパンツの形態）に加えて、他の態様では、本発明の吸
収性複合材料は、吸収性創傷被覆材（absorbent bandage）として例示され得る。図１０
Ａ及び図１０Ｂを注目すれば、本発明の創傷被覆材として可能性がある構造が示されてい
る。図１０Ａは、後述する随意的な層を有する吸収性創傷被覆材の断面図を示す。図１０
Ｂは、図示しない随意的または取り外し可能ないくつかの層を有する本発明の創傷被覆材
の斜視図を示す。吸収性創傷被覆材１５０は、身体対向面１５９と、その反対側の第２の
面１５８とを有するストリップ（strip）１５１を含む。ストリップは本質的にバックシ
ートであり、前述したバックシートと同一材料から作製することが望ましい。加えて、ス
トリップは、例えば多孔性フィルムなどの多孔性材料か、あるいは、例えばガス透過性フ
ィルムなどのガス透過性材料であり得る。ストリップ１５１は、その身体対向面１５９に
取り付けられた、本明細書において説明した超吸収性繊維を含む本発明の吸収性複合材料
１５２を支持する。さらに、ストリップ１５１と同一の広がりを有し得る吸収性保護層１
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５３が、吸収性複合材料１５２に取り付けられる。
【０２３６】
　本発明の吸収性創傷被覆材１５０は、ストリップ１５１の身体対向面１５９に塗布され
る感圧接着剤１５４も有し得る。ユーザの皮膚を刺激しないものであれば、あらゆる感圧
接着剤を使用することができる。好適には、感圧接着剤としては、同様の従来の創傷被覆
材に現在使用されている従来の感圧接着剤が用いられる。この感圧接着剤は、吸収性複合
材料１５２上、または、吸収性複合材料１５２の領域における吸収性保護層１５３上に配
設しないことが望ましい。吸収性保護層が、ストリップ１５１と同一の広がりを有する場
合、感圧接着剤は、吸収性保護層１５３における吸収性複合材料１５２が位置しない部分
に配設される。ストリップ１５１上に感圧接着剤を配設することによって、創傷被覆材を
必要としているユーザの皮膚上に創傷被覆材を固定することができる。感圧接着剤及び吸
収性複合材料を保護するために、創傷被覆材の身体対向面１５９上に剥離片１５５を配設
することもできる。剥離片は、物品取付接着剤に対して除去可能に固定され、吸収性物品
を皮膚などに固定する前に、接着剤の早期汚染を防止する役割を果す。剥離片は、創傷被
覆材の身体対向面に、１枚で（図示せず）または図１０Ａ示すように複数枚で配設するこ
とができる。
【０２３７】
　本発明の他の態様では、前記創傷被覆材の吸収性複合材料は、折り畳まれたストリップ
の間に配設され得る。この方法を創傷被覆材の作製に用いる場合、ストリップは液体透過
性であることが適切である。
【０２３８】
　他の態様では、吸収性家具及び／またはベットパッド若しくはライナーもまた、本発明
に含まれる。図１１は、家具またはベットパッド若しくはライナー１６０（以降「パッド
」と称する）の斜視図である。パッド１６０は、家具側の面１６８と、その反対側の上側
を向く面１６９とを有する液体不透過性バックシート１６１を備えている。液体不透過性
バックシート１６１は、その上側を向く面１６９に取り付けられた、本明細書において説
明した超吸収性繊維を含む本発明の吸収性複合材料１６２を支持する。さらに、随意的な
吸収保護層１６３が吸収性複合材料に取り付けられ得る。吸収性複合材料の随意的な基材
層は、パッドの液体透過性層１６１または吸収保護層１６３であり得る。
【０２３９】
　パッドを一定位置に保つため、パッドの家具側の面１６８は、感圧接着剤、高摩擦性コ
ーティング、または使用中にパッドを一定位置に保つのを助ける他の適切な材料を含み得
る。本発明のパッドは、パッドと接触し得る任意の液体を吸収するために、椅子、ソファ
ー、ベッド、自動車のシートなどへの設置を含む様々な幅広い用途に使用することができ
る。
【０２４０】
　さらなる別の態様では、例えば汗吸収用の吸収性ヘッドバンドまたは拭きとって乾燥さ
せるための用品などのスポーツ用または建設業用の用品も、本発明に含まれる。図１２は
、吸収性汗止めバンド１７０の斜視図である。汗止めバンド１７０は、随意的なトップシ
ート１７４及び／または随意的な液体不透過性バックシート１７６との間に配置された本
発明の吸収性複合材料１７２を有する。吸収性複合材料１７２は、本明細書において説明
した超吸水性繊維を含み、いくつかの態様では、低吸収領域１７８及び高吸収領域１８０
を含むことができ、さらには、所望に応じて随意的な追加的領域（図示せず）を含むこと
ができる。これらの領域は、破断線１７３で示すように、積層させることができる。低吸
収領域１７８は、ユーザの肌に対向して配置され、ユーザの快適感を維持することができ
る。調節を容易にするためまたは快適にするために、ベロクロ（登録商標）または他の締
結具１８２を使用することができる。
【０２４１】
　本発明は、以下の実施を参照することにより、より良く理解できるであろう。
【０２４２】
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　［例］
【０２４３】
　カルボキシアルキルセルロース繊維パッドの作製
【０２４４】
　特に明記しない限り、本発明の繊維を含むパッドは、エアレイド・ハンドシート成形具
上で、続いてカーバープレス（carver press）やニップローラーなどによる緻密化ステッ
プを経て作製したものである。得られたパッドは、坪量が約５００ｇｓｍ、密度が約０．
２５ｇ／ｃｃであった。
【０２４５】
　例１
【０２４６】
　プレ架橋パルプの作製
【０２４７】
　この例では、架橋セルロースパルプの作製について説明する。架橋セルロースパルプを
用いて本発明のカルボキシアルキルセルロース繊維を製造することができる。
【０２４８】
　１２０グラムの乾燥履歴のない北米産クラフトトウヒ（ＮＫＳ）パルプ（オーブン乾燥
（ＯＤ）重量は４０グラムである）（ウェアーハウザー社（Weyerhaeuser Company）から
入手可能）をプラスチックバッグ内で水酸化ナトリウム及び必要ならば水と１０分間粘稠
度１０％で混合した。液体をその後パルプから圧迫し、回収する。液体に架橋剤を加え、
その後バッグ内でパルプと混合した。バッグをウォーターバスに入れて８５℃で７０分間
加熱した。反応後、反応混合物を脱イオン（ＤＩ）水で希釈し、ろ過し、カルボキシメチ
ルセルロース（ＣＭＣ）作製に用いるための粘稠度２５％以上のプレ架橋パルプが得られ
るまで繰り返した。
【０２４９】
　架橋パルプからカルボキシアルキルセルロースを製造する際に有用な適切な架橋剤を要
約して表１に示す。
【０２５０】

【表１】

【０２５１】
　例２
【０２５２】
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　代表的な架橋カルボキシメチルセルロース繊維の形態
【０２５３】
　この例では、本発明の代表的な架橋カルボキシアルキルセルロース繊維の形態（例えば
撚り）について説明する。
【０２５４】
　乾燥状態と、７０パーセントのエタノール／水の溶液中での湿潤状態とにおいて、パル
プまたは繊維サンプルの１ミリメートル当たりの撚数を数えた。顕微鏡スライド上にサン
プル繊維を分布させ、１００本の繊維の長さを測定しかつこれらの繊維上の撚数を数える
ことによって１ミリメートル当たりの撚数を数えた。収率［％］を計算するために、撚り
なしの繊維の別々の計数を維持した。顕微鏡スライド上のガラスに備え付けられたアメリ
カン・オプティカル社（American Optical）の２ミリメートル目盛りを用いて画像解析装
置を較正した。
【０２５５】
　１ミリメートル当たりの撚節（twist node）＝総撚数／長さの合計
収率［％］＝１００×（１－（Ｔｎ／（Ｔｎ＋１００）））
ここで、Ｔｎは撚りなしの繊維の数である。
【０２５６】
【表２】

【０２５７】
　本発明の架橋カルボキシメチル繊維は、乾燥または湿潤状態の開始パルプより多い撚数
を有していた。これらの繊維はまた、湿潤時の開始カルボキシメチルセルロース繊維より
多い撚数を有していたが、開始カルボキシメチルセルロース繊維より少ない撚数を有して
いた。架橋なしのカルボキシメチルセルロース繊維が撚数を失う一方で、本発明の架橋カ
ルボキシメチル繊維は、湿潤時に撚りを維持していた。量試によって作製される本発明の
架橋カルボキシメチル繊維（量試架橋ＣＭＣ繊維）は、開始パルプ、実験室方式によって
作製される本発明の架橋カルボキシメチル繊維、または開始カルボキシメチルセルロース
繊維よりも乾燥撚数が少ないが、開始パルプ、実験室方式の架橋ＣＭＣ、ＣＭＣ、及び実
験室ＣＭＣよりも湿潤撚数が多い。
【０２５８】
　例３
【０２５９】
　代表的な架橋カルボキシメチルセルロース繊維及び当該繊維を含むパッドの作製
【０２６０】
　この例では、本発明の代表的な架橋カルボキシメチルセルロース繊維及び当該繊維を含
むパッドの作製について説明する。高α亜硫酸パルプであるオリンピックＨＶから得た４
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０９グラムの乾燥履歴のないカルボキシメチルセルロース繊維（カルボキシメチルセルロ
ース繊維を７０％エタノール／３０％水で中和し、ろ過し、７０％エタノール／３０％水
で洗浄し、ろ過し、その後１００％エタノールで洗浄し、ろ過して４０９グラムにした）
（オーブン乾燥させて７０グラム）を、５１５グラムのエタノール、９６０グラムの水、
５３．６グラムのＡＡすなわち酢酸ジヒドロキシアルミニウム（aluminium acetate, dib
asic）／ホウ酸（安定剤としてのホウ酸，３３重量パーセント）、及び４．０グラムのＳ
ｕｎｒｅｚ７４（非永久架橋剤）を含む溶液中で１時間混合した。反応後、スラリーをろ
過して２４０グラムの湿潤サンプルを得た。サンプルをピンミルフラッフィング（pin mi
ll fluff）して繊維束を得た。湿潤繊維束の一部を約６０℃で１時間オーブン乾燥させ、
乾燥製品繊維束（サンプル３－４及び３－６）を得た。同じカルボキシメチルセルロース
繊維であって５０％の酢酸アルミニウム／ホウ酸のみを用いたもの（サンプル３－５及び
３－７）に対して、同じ手順を用いた。繊維のアルミニウム（Ａｌ）及びホウ素（Ｂ）を
試験し、繊維束から得たパッドをＦＩＦＥにより試験した。比較のために、市販のＳＡＰ
及びフラッフ（ＣＦ４１６またはＮＢ４１６）を含む対照パッドをＦＩＦＥ試験用に作製
した。全ての湿潤パッドをパッド完全性について試験した。パッド形成具を用いてパッド
３－６及び３－７を作製した。
【０２６１】
　代表的な架橋カルボキシアルキルセルロース繊維及び当該繊維から作られるパッドの吸
収特性、並びに繊維金属含有量を要約して表３に示す。
【０２６２】
【表３】

【０２６３】
　例４
【０２６４】
　代表的な架橋カルボキシアルキルセルロース繊維：塩基性酢酸アルミニウム
【０２６５】
　この例は、使用直前に作製した塩基性酢酸アルミニウムすなわちアルミニウム架橋剤を
用いてカルボキシメチルセルロース繊維を処理し、架橋カルボキシアルキルセルロース繊
維を提供することについて説明する。この例は、このアルミニウム架橋剤を用いてカルボ
キシアルキルセルロース繊維を架橋する方法について説明する。
【０２６６】
　７．９グラムの硫酸アルミニウム１６水和物を６９．３グラムの水に溶かし、７グラム
の炭酸カルシウムをかき混ぜながらゆっくりと加えた。ＣＯ２の発生完了後、ＣＯ２の放
出が完了するまで６グラムの酢酸をかき混ぜながらゆっくりと加えた。混合物をかき混ぜ
、一晩ゲル化させて、白色沈殿物上に澄んだ溶液を形成した。ろ過により最上層溶液を回
収し、ｐＨ４．２の澄んだ液体を６７グラム得た。液体中に、８６グラムのエタノールを
加え、さらに１４グラムの水を加えた。最終溶液（ＭＡ）は、ｐＨ５．２５を有していた
。スプレーボトル内で１６．５グラムの溶液ＭＡを１５グラムのエタノール／水（６／４
ｗｔ）溶液と混合し、溶液を、プラスチックバッグ内でのＤＳが０．９５である乾燥履歴
のないコットンリンター・カルボキシメチルセルロース繊維２７グラム上に均一に噴霧し
た（ＣＭＣのＯＤ重量は１０グラムである）。カルボキシメチルセルロース繊維と溶液Ｍ
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Ａを手で３０分間混合し、その後アルミニウムトレー内で６６℃で１時間乾燥させた。乾
燥製品繊維は、４０００ｐｐｍのアルミニウムを有し、検出可能なホウ素を有していなか
った。
【０２６７】
　溶液ＭＡは、１８００ｐｐｍのアルミニウムを有し、ホウ素を有しておらず、ホウ酸に
より安定させた酢酸アルミニウムまたは塩基性酢酸アルミニウムとは異なるＩＲスペクト
ルを有している。
【０２６８】
　例５
【０２６９】
　代表的な架橋カルボキシアルキルセルロース繊維：アルミニウムモノアセタート
【０２７０】
　この例は、使用直前に作製した塩基性酢酸アルミニウムすなわちアルミニウム架橋剤を
用いてカルボキシメチルセルロース繊維を処理し、架橋カルボキシアルキルセルロース繊
維を提供することについて説明する。この例は、このアルミニウム架橋剤を用いてカルボ
キシアルキルセルロース繊維を架橋する方法について説明する。
【０２７１】
　溶液、試薬及び混和物作製
【０２７２】
　この過程で使用する酢酸アルミニウム溶液は、ジアセタート，Ａｌ（Ｏ２ＣＣＨ３）２

ＯＨと呼ばれる塩基性酢酸アルミニウム局所用溶液に対して米国薬局方（United States 
Pharmacopoeia）（26 p 93）に記載の過程を修正した過程によって作製した。対照的に、
本明細書に記載の溶液は、モノアセタート，Ａｌ（Ｏ２ＣＣＨ３）（ＯＨ）２と呼ばれる
溶液に対するものである。酢酸アルミニウム溶液を次のように作製した：硫酸アルミニウ
ム１８水和物（４９０ｇ）を冷水（５６０ｇ，１～１０℃）に溶かす。難流動スラリーが
形成されるまで炭酸カルシウム（２４４ｇ）を数回に分けて混合しながら加える。スラリ
ーを１１３ｇの冷水で希釈し、残りのＣａＣＯ３を加える。かき混ぜながら氷酢酸（２５
６ｍＬ）を加える。混合物を１～２時間冷やしておき、その後真空下でろ過して約８２０
ｇの溶液（２０℃でｄ＝１．０９９６ｇ／ｍＬ）を得た。溶液中の酢酸ジヒドロキシアル
ミニウム濃度は２３．４％（ｗ／ｗ）である。より低い濃度の他の溶液が、この溶液から
ｗ／ｗ連続希釈法によって製造され得る。塩溶液は、熱に不安定であり、冷やしておかな
ければならない。溶液を４時間以内に用いる場合には最良の結果が得られる。
【０２７３】
　次式は、酢酸アルミニウム溶液の作製に関与する基礎化学のための平衡化学反応である
。
【０２７４】
【化１】

【０２７５】
　製法は所与の化学量論に必要とされる等量の酢酸の３倍以上を用いるので、上記の化学
反応は説明のためだけのものである。
【０２７６】
　酢酸アルミニウム溶液から作られる試薬は、次のように製造される。
【０２７７】
　試薬１：濃縮（２３．４％ ｗ／ｗ）酢酸ジヒドロキシアルミニウム溶液（２２６ｇ）
をメタノール（６２０ｇ）及び変性アルコール（２５０ｇ）で希釈して、４．８％の酢酸
ジヒドロキシアルミニウムを含む試薬を提供する。
【０２７８】
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　試薬２：希釈（１４％ ｗ／ｗ）酢酸ジヒドロキシアルミニウム溶液（２４７ｇ）をメ
タノール（８３２ｇ）及び変性アルコール（３２５ｇ）で希釈して、２．５％の酢酸ジヒ
ドロキシアルミニウムを含む試薬を提供する。
【０２７９】
　カルボキシメチルセルロース繊維とアルミニウム塩の混和物を次のように製造する。
【０２８０】
　例５Ａ：ＮＫＳパルプ（ＤＳ約０．９～１．０）（ウェアーハウザー社から入手可能）
から作製したカルボキシメチルセルロース繊維を変性アルコール（１３ｇの繊維と５３ｇ
のアルコール）に溶かしたサンプル３つを、別々に、繊維が試薬に完全に浸かる大きさの
容器内で２６０～３２０ｇの試薬１により処理した。混合物に覆いをかけ、時々かき混ぜ
ながら１時間静置しておいた。サンプルを吸い込みろ過することにより、種々の留保率（
Ｒ）５、４及び３を有する一連のサンプルを得た。ここで、Ｒ＝（全湿重量／（繊維－乾
燥重量）である。誘引通風を備えた従来のオーブン内で、６６～６８℃で１０～２０分間
、サンプルを部分的に乾燥させた。その後、サンプルをピン－ミリング（pin-mill）して
オーブンに戻し、さらに６０～８０分間乾燥させた。
【０２８１】
　例５Ｂ：カルボキシメチルセルロース繊維を変性アルコールに溶かした、各々が１５ｇ
の繊維及び６２ｇのアルコールを含む３つのサンプルを、別々に、繊維が試薬に完全に浸
かる大きさの容器内で２８０～３５０ｇの試薬２により処理する。例５Ａと同じやり方で
サンプルを作り上げる。
【０２８２】
　例６
【０２８３】
　架橋セルロース繊維からの代表的な架橋カルボキシメチルセルロース繊維の作製
【０２８４】
　この例では、本発明の代表的な架橋カルボキシメチルセルロース繊維を、架橋セルロー
スから作製されたカルボキシメチルセルロースを架橋することによって作製した。
【０２８５】
　次の例は、カルボキシアルキルセルロース（例えばＣＭＣ）を作るための開始材料とし
て架橋パルプを用いることについて説明する。カルボキシアルキルセルロースは、その後
さらに架橋され（非永久架橋）、高吸水性カルボキシアルキルセルロースを提供する。高
吸水性カルボキシアルキルセルロースを作る際に有用な架橋パルプは、アルカリ性条件の
カルボキシアルキル化反応に安定な架橋を提供する架橋剤を用いて架橋される。適切な架
橋剤には、エーテル架橋を形成する架橋剤が含まれる。エーテル架橋を形成する代表的な
架橋剤には、１，３－ジクロロ－２－プロパノール（ＤＣＰ）、ジビニルスルホン（ＤＶ
Ｓ）、グリセロールジグリシジル、１，４－ブタンジオールジグリシジル、及びポリ（エ
チレングリコールジグリシジルエーテル）（ＰＥＧＤＥ）が含まれる。
【０２８６】
　例６Ａ：１，３－ジクロロ－２－プロパノール架橋セルロースからの架橋カルボキシメ
チルセルロースの作製。この例では、架橋パルプ（１，３－ジクロロ－２－プロパノール
架橋パルプ）から作製されるカルボキシメチルセルロースから得られる架橋カルボキシメ
チルセルロースの作製について説明する。この方法では、架橋パルプから作製されるカル
ボキシメチルセルロースは、酢酸アルミニウムを用いて架橋される。
【０２８７】
　乾燥履歴のない架橋パルプ（例１のサンプル１－１の１，３－ジクロロ－２－プロパノ
ール架橋パルプ）から得られる１０グラムの空気乾燥させたＣＭＣ（ＤＳ ０．９５）を
、３％酢酸アルミニウム（二塩基，ホウ酸により安定させた）を含む１００グラムの７５
％エタノール／２５％水の溶液に５０分間浸した。スラリーをろ過し、重量を４０グラム
にした。その後、湿潤サンプルを７６℃で５０分間オーブン乾燥させた（サンプル６Ａ－
１）。
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【０２８８】
　低粘稠度手順から得られる低ＤＳ ＣＭＣ（ＤＳ ０．８）（サンプル６Ａ－２）及び高
粘稠度手順（量子混合機）から得られる低ＤＳ ＣＭＣサンプル（ＤＳ ０．６）（サンプ
ル６Ａ－３）（これら２つの対照ＣＭＣは、プレ架橋していない乾燥履歴のないプリンス
・アルバート（Prince Albert）パルプ（ウェアーハウザー社から入手可能）から得た）
に関しても、同じ手順に従った。
【０２８９】
　架橋カルボキシアルキルセルロース製品の吸収特性及び金属含有量を要約して表４に示
す。
【０２９０】
【表４】

【０２９１】
　例６Ｂ：グリセロールジグリシジル架橋パルプからの架橋カルボキシメチルセルロース
の作製。この例では、架橋パルプ（グリセロールジグリシジル架橋パルプ）から作製され
るカルボキシメチルセルロースから得られる架橋カルボキシメチルセルロースの作製につ
いて説明する。この方法では、架橋パルプから作製されるカルボキシメチルセルロースは
、酢酸アルミニウムを用いて架橋される。
【０２９２】
　乾燥履歴のない架橋パルプ（例１のサンプル１－２のグリセロールジグリシジル架橋パ
ルプ）から得られる１５グラムの空気乾燥ＣＭＣ（ＤＳ ０．９５）を、１．５％酢酸ア
ルミニウム（二塩基，ホウ酸により安定させた）を含む３３０グラムの５０／５０エタノ
ール／水の溶液に５０分間浸した。スラリーをろ過して重量を６０グラムにした。その後
、湿潤サンプルを７６℃で５０分間オーブン乾燥させた（サンプル６Ｂ－１、ｐＨ６．１
）。（ＮａＯＨを用いて）スラリーのｐＨ調整をしながらＣＭＣに同じ手順を適用し、サ
ンプル６Ｂ－２（ｐＨ６．９）及びサンプル６Ｂ－３（ｐＨ７．７）を得た。
【０２９３】
　架橋カルボキシアルキルセルロース製品の吸収特性及び金属含有量を要約して表５に示
す。
【０２９４】

【表５】

【０２９５】
　例７
【０２９６】
　代表的な架橋カルボキシメチルセルロース繊維の作製：カルボキシアルキル化中の、１
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，３－ジクロロ－２－プロパノールを用いた架橋、及びカルボキシアルキル化後の、塩化
アルミニウムを用いた架橋
【０２９７】
　この例は、２段階架橋：（１）カルボキシアルキル化中の、１，３－ジクロロプロパノ
ールを用いた非永久架橋形成、及び（２）カルボキシアルキル化後の、塩化アルミニウム
を用いた非永久架橋形成によって作製される本発明の代表的な架橋カルボキシメチルセル
ロース繊維の作製について説明する。
【０２９８】
　この例は、本発明の２つの代表的な架橋カルボキシアルキルセルロース繊維、すなわち
、（１）非永久アルミニウム架橋を含む架橋カルボキシアルキルセルロース繊維と、（２
）非永久アルミニウム架橋及び永久エーテル架橋を含む架橋カルボキシアルキルセルロー
ス繊維の吸収特性を比較する。
【０２９９】
　この例はまた、架橋剤の量、パルプの重合度（ＤＰ）、及びカルボキシアルキルセルロ
ースのカルボキシル基置換度（ＤＳ）が遠心保持容量（ＣＲＣ）に与える影響を実証する
。
【０３００】
　第１のパルプは、ウェアーハウザー社製のＮＢ４１６と呼ばれる低α（８６～８８％）
低ＤＰ（１６００－１７００ ＡＳＴＭ）クラフトフラッフパルプであった（表７のパル
プＡ）。
【０３０１】
　第２のパルプは、ウェアーハウザー社製のオリンピックＨＶ（Olympic HV）と呼ばれる
高α（９５％）高ＤＰ（２６００ ＡＳＴＭ）亜硫酸溶解パルプであった（表７のパルプ
Ｂ）。
【０３０２】
　この方法では、永久架橋を提供する架橋剤である１，３－ジクロロ－２－プロパノール
（ＤＣＰ）を場合によっては用いて、パルプをカルボキシメチル化した。カルボキシメチ
ル化処理中に、架橋剤（オーブン乾燥パルプに基づき、０、２、または４重量％）をクロ
ロ酢酸と共に加えた。２つのレベル、すなわち（１）０．６５～０．７５及び（２）０．
９５～１．００のカルボキシメチル化（ＤＳ）を調査した。カルボキシメチル化反応が完
了した後、ＣＭＣスラリーを酢酸で中和し、その後エタノール／水の混合物で洗浄して塩
を除去した。ＣＭＣを１００％エタノールで洗浄し、ろ過して粘稠度が約２０％になるよ
うにした。
【０３０３】
　その後、洗浄したＣＭＣをエタノール／水のスラリー内で架橋した（例えば、或る量の
塩化アルミニウム（非永久架橋を提供する架橋剤）で表面架橋した）。スラリーの粘稠度
は約５％であった。典型的には６０％エタノールと４０％の水を含む。処理したＣＭＣを
塩化アルミニウムに約１時間浸漬させたままにし、ろ過した。
【０３０４】
　架橋カルボキシメチルセルロース製品を６５℃の強制空気オーブン内で乾燥させ、部分
的に乾燥した後に取り除き、ピン－フラッファ（pin-fluffer）内で不格好さを最小にす
るように処理した。一般的に、ピン－フラッファは、先細ホッパーの中心にあるモータ駆
動式回転シャフトを有する。フラッフィングされている材料の出口に近いホッパーの底付
近においてシャフトに垂直に取り付けられたピンがある。材料がホッパーに投入されると
、材料は回転ピンに当たり、そこで部分的に繊維に分解されてから、フラッファの下の回
収箱内に落ちる。架橋カルボキシメチルセルロースはその後オーブンに戻されて完全に乾
燥させられる。
【０３０５】
　乾燥したら、架橋カルボキシメチルセルロースは、任意選択で、架橋の量を増加させる
ためにより高温で熱処理され得る。
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【０３０６】
　一般に、塩化アルミニウム処理及び非永久架橋のレベルが増加すると、吸収容量（ＣＲ
Ｃ）は減少する。非永久架橋レベルが増加すると、所与のＣＲＣを達成するために必要な
塩化アルミニウム処理は減少した。
【０３０７】
　パルプＡに関しては、非永久架橋レベルが増加するときに失われるＣＲＣの量は極僅か
である。パルプＡには４％の非永久架橋レベルが最も良いようである。パルプＢに関して
は、非永久架橋が増加するとＣＲＣはより速やかに減少する；２％の非永久架橋レベルが
最も良いようである。
【０３０８】
　ＣＲＣは、ＤＳとともに減少する。ＣＲＣ値は、０．７５ＤＳでパルプＡに対して概ね
２０ｇ／ｇを下回る。パルプＢに対するＣＲＣ値も０．７５ ＤＳでは０．９５ ＤＳより
も低いが、より低い塩化アルミニウムレベルでは２０ｇ／ｇより上にとどまる。
【０３０９】
　非永久架橋のレベル及び／またはＤＳが低ければ、パルプＢ（高ＤＰ、αパルプ）はパ
ルプＡ（低ＤＰ、αパルプ）より大きな容量を有する。非永久架橋のレベル及びＤＳが高
ければ、パルプＡはより高い容量を有する傾向がある。
【０３１０】
　本発明の代表的な架橋カルボキシアルキルセルロース繊維の組成及び吸収特性（ＣＲＣ
）を要約して表７に示す。
【０３１１】
　次の例は、本発明の代表的な架橋カルボキシアルキルセルロース繊維の作製について説
明する。
【０３１２】
　例７Ａ：乾燥履歴のないクラフトパルプからのカルボキシメチルセルロースの作製中の
非永久架橋剤の添加
【０３１３】
　この例は、カルボキシアルキル化中の１，３－ジクロロプロパノールを用いた永久架橋
によるカルボキシメチルセルロース繊維の作製について説明する。乾燥履歴のないクラフ
トパルプ（２００．０ｇ，オーブン乾燥ＮＢ４１６）、窒素環境下で約２０～２２℃で３
０分間、イソプロパノール（１１．３６Ｌ）と混合した。水酸化ナトリウム溶液（１６７
．２５ｇを水に溶かした、総重量が６２０．１５ｇの溶液）を３０分間にわたり滴下し、
反応物を１時間かき混ぜたままにしておいた。反応温度を５５℃まで上昇させながら、か
き混ぜているパルプに、クロロ酢酸（１８１．５０ｇ）及び１，３－ジクロロ－２－プロ
パノール（８．０ｇ）をイソプロパノール（４４５ｍｌ）に溶かした溶液を３０分間にわ
たり滴下した。反応物を３時間かき混ぜ、その後ろ過し、ろ過した産物を１２Ｌの７０％
メタノール／３０％水の溶液に入れ、酢酸で中和した。得られたスラリーをろ過によって
回収し、１２Ｌの７０／３０、８０／２０、及び９０／１０のエタノール／水の溶液で１
回ずつ洗浄し、最後に１００％メタノールまたはエタノールで洗浄して架橋カルボキシメ
チルセルロース製品（サンプル７Ａ）を得た。
【０３１４】
　例７Ｂ：乾燥履歴のないクラフトパルプからのカルボキシメチルセルロースの作製
【０３１５】
　この例は、カルボキシアルキル化後の塩化アルミニウムを用いた非永久架橋形成によっ
て作製される本発明の代表的な架橋カルボキシメチルセルロース繊維の作製について説明
する。
【０３１６】
　１４３．９ｇの１００％変性エタノール、１３１．９３グラムの水、及び０．４０８ｇ
の塩化アルミニウム６水和物を組み合わせることによって、塩化アルミニウム架橋溶液を
作製した。この溶液に、６９．００ｇのエタノールで湿潤させた（固形物２１．７４％）
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カルボキシメチルセルロース（例１に記載の如く作製した）を加えた。これらの比率に基
づき、ＣＭＣ繊維に適用した活性塩化アルミニウムは１．５％であり、エタノールの比は
６０％から４０％であった。ＣＭＣ繊維と架橋剤溶液の混合物を混合し、その後室温で１
時間静置しておいた。静置後、スラリーをろ過して重量６０．５９ｇにし、その後６８℃
でオーブン乾燥させた。乾燥の途中で、凝集を最小にするようにサンプルをピン－フラッ
フィング（pin-fluff）し、その後、オーブンに戻して乾燥させて、架橋カルボキシメチ
ルセルロース繊維（サンプル７Ｂ）を得た。
【０３１７】
　例７Ｃ：乾燥履歴のないクラフトパルプからのカルボキシメチルセルロースの作製中の
非永久架橋剤の添加
【０３１８】
　この例は、２段階架橋：（１）カルボキシアルキル化中の、１，３－ジクロロプロパノ
ールを用いた非永久架橋形成、及び（２）カルボキシアルキル化後の、塩化アルミニウム
カルボキシアルキル化を用いた非永久架橋形成によって作製される本発明の代表的な架橋
カルボキシメチルセルロース繊維の作製について説明する。
【０３１９】
　１５０．０８ｇの１００％変性エタノール、１３１．９３グラムの水及び０．４８９ｇ
の塩化アルミニウム６水和物を組み合わせることによって、塩化アルミニウム架橋溶液を
作製した。この溶液に、６２．８１ｇのエタノールで湿潤させた（固形物２３．８８％）
カルボキシメチルセルロース（例７Ａで説明したように作製したサンプル７Ａ）を加えた
。これらの比率に基づき、ＣＭＣ繊維に適用した活性塩化アルミニウムは１．８％であり
、エタノールの比は６０％から４０％であった。ＣＭＣ繊維と架橋剤溶液の混合物を混合
し、そのまま室温で１時間静置しておいた。静置後、スラリーをろ過して重量５８．０３
ｇにし、その後、６８℃でオーブン乾燥させた。乾燥の途中で、凝集を最小にするように
サンプルをピン－フラッフィングし、その後、オーブンに戻して乾燥させて、本発明の代
表的な架橋カルボキシメチルセルロース繊維（サンプル７Ｃ）を得た。
【０３２０】
　代表的な架橋カルボキシアルキルセルロース繊維の吸収特性（ＣＲＣ）を要約して表６
に示す。
【０３２１】
【表６】

【０３２２】
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【表７】

【０３２３】
　例８
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【０３２４】
　オリンピックＨＶ木材パルプ（２００ｇオーブン乾燥ベース）を、窒素環境下で約２０
～２２℃で３０分間、イソプロパノール（１１．３６Ｌ）と混合した。水酸化ナトリウム
と水の溶液を３０分間にわたり滴下し、反応物を１時間かき混ぜたままにしておいた。全
てのカルボキシル官能基及びハロゲン官能基と反応するのに十分な水酸化ナトリウムを提
供するために用いたクロロ酢酸及びＤＣＰの量に応じて、水酸化ナトリウムの量を調節し
た。水とセルロースの比率を一定に保つために水の量を調節した。ＤＣＰ、水酸化ナトリ
ウム、ＭＣＡＡ、架橋剤及び水の量を要約して表８に示す。
【０３２５】
　反応温度を５５℃まで上昇させながら、かき混ぜているパルプに、クロロ酢酸とＤＣＰ
をイソプロパノールに溶かした溶液（ＩＰＡ対ＭＣＡＡの比＝１．９１ｇ／ｇ）を３０分
間にわたり滴下した。反応物を３時間かき混ぜ、その後ろ過し、ろ過した産物を１２Ｌの
７０／３０のエタノール／水の溶液に入れ、ｐＨが６．８～７．０になるように酢酸で中
和した。得られたスラリーをろ過によって回収し、１２Ｌの７０／３０、８０／２０、及
び９０／１０のエタノール／水の溶液で１回ずつ洗浄し、最後に１００％メタノールまた
はエタノールで洗浄し、空気乾燥させてバルク架橋カルボキシアルキル木材パルプ繊維を
得た。
【０３２６】
　例８－１ないし８－３：
【０３２７】
　乾燥履歴のないカルボキシアルキルセルロース繊維を、後述するように作製される所望
の量の架橋剤を含有する溶液（Formula 25）に加えた。
【０３２８】
　開始カルボキシメチルセルロース繊維は、通常、多量のエタノールを含む。後述の場合
のように、カルボキシメチルセルロースは、重量パーセントで７５％のエタノール及び２
５％のＣＭＣを含む。製法は、既にＣＭＣと結び付いたエタノールから成り、溶媒は、最
終反応混合物が３０～３３％のエタノール、４８～５１％のメタノール、及び１１～１４
％の水を含むように調整される。他の成分も調整して、最終反応濃度が、ＣＭＣ３．４～
３．６％、酢酸ジヒドロキシアルミニウム２．１～２．２％、硫酸アルミニウム０．０１
２０～０．０１３２％、グルタルアルデヒド０．０２３～０．０２４％、及びグリオキサ
ル０．０６１～０．０６３％になるようにする。カルボキシメチルセルロース繊維を大き
な反応器に加え、全ての他の成分を含む予め混合した溶液を加える。反応混合物を１時間
にわたって時々かき混ぜ、ろ過し、重量１２００～１４００ｇの湿潤質量を得る。材料を
重量が６００～７００ｇになるまで６８℃で乾燥させ、その後ピン－ミリング（pin-mill
）し、質量が３３０～３５０ｇになるまで、またはアルコールが検出されなくなるまで再
び乾燥させた。
【０３２９】
　例８－４：
【０３３０】
　乾燥履歴のないカルボキシアルキルセルロース繊維を、重量比６０／４０のアルコール
／水溶媒の混合物に溶かした所望の量の塩化アルミニウムを含有する溶液に加え、４．３
５％（重量ベース）の粘稠度を有するスラリーを形成した。カルボキシアルキルセルロー
ス繊維のスラリー、表面架橋剤を混合し、そのまま室温で１時間静置しておいた。静置後
、スラリーをろ過して湿重量と乾燥重量の比が約４対１になるようにし、その後、６８℃
でオーブン乾燥させた。乾燥の途中で、凝集を最小にするようにサンプルをピン－フラッ
フィングし、その後、オーブンに戻して乾燥させて、表面架橋カルボキシアルキルセルロ
ース繊維を得た。
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【表８】

【０３３１】
　例９
【０３３２】
　エタノール／水の溶液を用いて処理された高吸水性繊維含有吸収性複合材料
【０３３３】
　バルク架橋及びカルボキシメチル化：
【０３３４】
　オーブン乾燥重量が２００．０ｇの乾燥履歴のない北米産クラフトパルプ（ウェアーハ
ウザー社から入手可能な混合針葉樹から作られるプリンス・アルバート針葉樹）を、窒素
環境下で約２０～２２℃で３０分間、１１．３６Ｌのイソプロパノールと混合した。水酸
化ナトリウム溶液（１６７．２５ｇのＮａＯＨを水に溶かした、総重量が６２０．１５ｇ
の溶液）を３０分間にわたり滴下した。得られた反応物を１時間かき混ぜたままにしてお
いた。
【０３３５】
　反応温度を５５℃まで上昇させながら、かき混ぜているパルプに、１８１．５０ｇのク
ロロ酢酸と８．０ｇの１，３－ジクロロ－２－プロパノールを４４５ｍｌのイソプロパノ
ールに溶かした溶液を３０分間にわたり滴下した。反応物を３時間かき混ぜ、その後ろ過
した。ろ過した産物を１２Ｌの７０ｗｔ％メタノール／３０ｗｔ％水の溶液に入れ、酢酸
で中和した。得られたスラリーをろ過によって回収し、１２Ｌの７０ｗｔ％エタノール／
３０ｗｔ％水、８０ｗｔ％エタノール／２０ｗｔ％水、及び９０ｗｔ％エタノール／１０
ｗｔ％水の溶液で１回ずつ洗浄し、最後に１００％メタノール（または代わりにエタノー
ル）で洗浄して架橋カルボキシメチルセルロース製品を得た。
【０３３６】
　表面架橋：
【０３３７】
　先ず、６１．３グラムの酢酸アルミニウム（塩基性，ホウ酸により安定させた）及び０
．７０グラムの硫酸アルミニウム１８水和物を３４８．６グラムの水に溶かし、次に５８
６．７グラムの変性エタノール及び１３８７．１グラムのメタノールで希釈することによ
って、２段階で表面架橋溶液を作製した。１．３３グラムの１：１（ｗ％／ｗ％）グルタ
ルアルデヒド：水及び４．３５グラムの４０％グリオキサル（ｗ％／ｗ％）を水に溶かし
たもので混合物をさらに処理した。この溶液に、６９．００ｇのエタノール湿潤カルボキ
シメチルセルロース（ＣＭＣ）フラッフ（固形物２１．７４％）（この例において上記し
たように作製）を加えた。これらの比率に基づき、ＣＭＣ繊維に適用した活性架橋成分は
１．５％であり、エタノールと水の比は約６０ｗｔ％対４０ｗｔ％であった。最適なアル
コール含有量は、高吸水性繊維によって決まることを理解されたい。例えば、繊維の架橋
度が高ければ必要なアルコールは少なくなり、逆の場合も同じである。
【０３３８】
　ＣＭＣ繊維と架橋剤溶液の混合物を金属へらで１０～２０秒間混合し、そのまま室温で
１時間静置しておいた。その後、スラリーをろ過して重量を６０．５９ｇにし、その後、
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６８℃でオーブン乾燥させた。乾燥の途中くらいで、凝集を最小にするようにサンプルを
ピン－フラッフィング（上記）し、その後、オーブンに戻して固形物が約８８～９２ｗｔ
％になるまで乾燥させて、バルク繊維及び表面架橋カルボキシメチルセルロース繊維を得
た。
【０３３９】
　ウェットレイド（湿潤堆積）法及び架橋剤を用いた処理：
【０３４０】
　３リットルの三角フラスコに、１２３．３グラムの変性エタノールで湿潤させた（この
例において上記したように、２１．１ｗｔ％の固形物を有する）３３．０グラムの繊維状
バルク－架橋カルボキシメチルセルロースの混合物を満たした。湿潤繊維を９２３グラム
の変性エタノール及び６８０グラムの脱イオン水で希釈し、１．５ｗｔ％の全固形物を有
するスラリーを得た。スラリーを手で振り、中心に圧縮空気駆動式の撹拌器を備えた２０
．３ｃｍ×２０．３ｃｍのシート用成形型に加えた。成形型は、８インチ×８インチ（２
０．３ｃｍ×２０．３ｃｍ）の寸法を有するＴＡＰＰＩスタンダード・シート用成形型で
あった。それは、スラリーを成形型内に加えることができるように上部が開いている。そ
の底部は、溶媒のみを通過させて排出する網に気密に取り付けられている。しかし、繊維
と溶媒の分離は、真空源につながれたバルブによって制御される。１分間混合した後、撹
拌器を速やかに取り除き、排水路を開放してカルボキシメチルセルロース繊維の複合材料
シートを形成した。
【０３４１】
　２枚の吸い取り紙（各吸い取り紙のＯＤ重量は１５．５グラム）の間にシートを配置し
、１００％変性エタノールバスの中に、エタノールがシート及び２枚の吸い取り紙を完全
に覆うように、１０分間沈めた。その後、真空（水銀２６．５インチ）に結合された細い
スリット（長さ２２．９ｃｍ×幅０．３ｃｍ）の上にシート及び２枚の吸い取り紙を覆い
被せることによってシート及び吸い取り紙（総重量１１４．６グラム）から過剰アルコー
ルを取り去り、総重量を７６．６ｇにした。シート及び２枚の吸い取り紙を新鮮なエタノ
ールバスに戻して１０分間沈め、交換過程を全部で３回繰り返して湿潤シート及び２枚の
吸い取り紙の総重量を７４．２グラムにした。
【０３４２】
　その後、表面架橋剤溶液がシート及び２枚の吸い取り紙を完全に覆うようにこの例にお
いて上記した表面架橋剤溶液（すなわち、アルミニウム塩、１８水和物、グリオキサル、
及びグルタルアルデヒドを含む）の中に１０分間沈めることによって、交換シート及び２
枚の吸い取り紙を２回含浸した。その後、真空（水銀２６．５インチ）に結合された細い
スリット（長さ２２．９ｃｍ×幅０．３ｃｍ）の上にシート及び２枚の吸い取り紙を覆い
被せることによって、シート及び２枚の吸い取り紙から過剰な表面架橋剤を取り去った。
シート及び２枚の吸い取り紙を新鮮な表面架橋剤溶液バスに戻して１０分間沈め、交換過
程を全部で３回繰り返した。しかし、最後の交換では、含浸シートは真空を引かずにシー
トのみの重量を１３１．６グラムにした。吸収性複合材料シートを吸い取り紙から取り外
し、必要に応じてシートを６０℃の強制空気オーブン内で乾燥させて全固形分が８８～９
２ｗｔ％になるようにした。
【０３４３】
　例１０
【０３４４】
　例９の処理した吸収性複合材料に対する比較例
【０３４５】
　３つのサンプルを作製し、例９の複合材料に対する比較例（すなわち対照）として用い
た。
【０３４６】
　対照１０－１
【０３４７】
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　対照１０－１は、バルク架橋剤（１，３－ジクロロ－２－プロパノール）及び表面架橋
剤（アルミニウム塩、グルタルアルデヒド及びグリオキサル）を共に用いない点を除いて
上記の例９の通りに作製したカルボキシメチルセルロース・ウェットレイド吸収性複合材
料であった。
【０３４８】
　対照１０－２
【０３４９】
　対照１０－２は、木材パルプシート（ドムター社（Domtar Industries）から入手可能
な、坪量２５０±１０ｇ／ｍ２のＤＯＭＴＡＲ８インチ×８インチ吸い取り紙）である。
【０３５０】
　対照１０－３
【０３５１】
　対照１０－３は、６０％の市販の高吸水材（シュトックハウゼン社（Stockhausen Inc.
）から入手可能なＳＸＭ９３００）と、４０％の木材パルプフラッフ（ウェアーハウザー
社から入手可能なＮＢ４１６）とを含む吸収性複合材料である。
【０３５２】
　対照１０－４
【０３５３】
　対照１０－４は、例９の複合材料であるが、複合材料のアルコール／水の溶液を用いた
処理は行っていない。
【０３５４】
　例９及び比較例（対照１０－１、１０－２、１０－３及び１０－４）の複合材料を、そ
の後、上記した湿潤完全性試験及び垂直吸上げ試験を用いて、湿潤完全性、垂直吸上げ高
さ、及び垂直吸上げ容量について試験した。結果を下表９に示す。
【０３５５】
【表９】

【０３５６】
　本明細書に記載の高吸水性繊維を含む吸収性複合材料をおおよそ６０ｗｔ％のエタノー
ル／４０ｗｔ％の水の溶液を用いて処理すると、比較例よりも優れた全体として垂直吸上
げ性及び湿潤完全性を有する複合材料が得られたことが分かる。
【０３５７】
　上記したサンプルに加えて、例９から得られる繊維状カルボキシメチルセルロースを用
いて、エタノールと水の比を様々に変えてシートをウエットレイする幾つかの試みがなさ
れた。概して、当該特定の繊維に対しては、約５０ｗｔ％ないし７０ｗｔ％のエタノール
を用いてのみ良好なシート形成を得ることができた。当該繊維は分散しない傾向もあった
ので、より高レベルのエタノール（すなわち約７０ｗｔ％以上）は、良好ではない形成を
生じさせる傾向があった。それゆえ、これらのサンプルは、望ましい完全性を有していな
かった。対照的に、より高い水レベル（すなわち約５０ｗｔ％未満のアルコール）を有す
るシートは、よりゴワゴワして硬くなる傾向があるシートをもたらした。このように作ら
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れたシートは、十分には繊維に分解しない傾向があり、代わりに、個々の繊維よりもむし
ろ複数の薄片に分かれる傾向がある。ここで説明したこれら２つのシナリオの材料（すな
わちアルコールまたは水の含有量が多い）は、毛細管構造または完全性の欠如のせいで、
垂直吸上げ試験によって試験されるのに適していなかった。
【０３５８】
　例１１
【０３５９】
　カチオン性材料／エタノール／水の溶液を用いて処理した高吸水性繊維含有吸収性複合
材料
【０３６０】
　この例では、バルク／表面架橋カルボキシメチルセルロース繊維を含有する吸収性複合
材料を、例９と同様に作製した。繊維を、坪量が６５０ｇｓｍ、密度が約０．２３ｇ／ｃ
ｃ、寸法が２５．４ｃｍ×４３．１ｃｍである１２枚のエアレイド複合材料シートになる
ようにエアフォーミング（air form）した。
【０３６１】
　対照１１－１
【０３６２】
　複合材料シートの半分（すなわち６枚）を利用してシートから吸収性複合材料を切り取
った。２つの複合材料（各々、９０ｍｍ×３５４ｍｍの矩形寸法を有する）を各シートか
ら切り取った。その後、各複合材料を作製して、トップシート、バックシート、及びトッ
プシートとバックシートの間に配置されて吸収性コア要素として機能する複合材料を有す
る１２枚のおむつにした。その後、このおむつ群（Code B）を、後述するようにマネキン
を用いて試験した。
【０３６３】
　例１１－２
【０３６４】
　複合材料シートのもう半分（すなわち残りの６枚）については、５ｗｔ％のＫＹＭＥＮ
Ｅ ５７７Ｈ（ハーキュリーズ社（Hercules, Inc.）から入手可能なカチオン性ポリマー
材料）と、５２ｗｔ％のエタノールと、４３ｗｔ％の水とを含む溶液を噴霧することによ
って表面処理した。複合材料を固形物が約９０ｗｔ％になるまで乾燥させ、溶液を再塗布
した。シートの総重量に基づき２ｗｔ％のＫＹＭＥＮＥの総追加レベルが達成されるまで
この過程を続けた。ＫＹＭＥＮＥは実質的に複合材料の表面部分に位置するが、シートの
内部はＫＹＭＥＮＥを実質的に含んでいないままであった。処理は、「増湿処理（Wet En
hancement Treatment）」と呼ばれ、流体吸上げ能力を向上させることを目的としている
。そして、９０ｍｍ×３５４ｍｍの寸法を有する１２個の吸収性複合材料をシートから切
り取り、その後、上記の例１１－２で説明したようにおむつに加工した。その後、このお
むつ群（Code D）を、後述するようにマネキンを用いて試験した。
【０３６５】
　対照１１－３
【０３６６】
　この比較例は、対照１１－１及び例１１－２と同様の構成のおむつを含んでいた。しか
し、比較おむつの吸収性コア要素は、４１ｗｔ％の市販の高吸水性粒子（シュトックハウ
ゼン社から入手可能なＦＡＶＯＲ ＳＸＭ９３００）と、５９％の木材パルプフラッフ（
ウェアーハウザー社から入手可能なＮＢ４１６）とからなる。その後、このおむつ群（Co
de F）を、後述するようにマネキンを用いて試験した。
【０３６７】
　評価
【０３６８】
　３つのコード（code）のおむつをマネキンおむつ評価によって試験した。研究から不具
合発生時の平均荷重に関する情報を獲得し、不具合発生時の平均荷重と製品容量の比を用
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した。
【０３６９】
　試験に先立ち、各おむつの乾燥重量を書き留めた。各おむつコードに対して、全ての物
品を、座位の「女性」マネキンを用いて、加えられた侵襲液体に関して試験した。侵襲液
体（０．９ｗｔ％の塩化ナトリウム水溶液）を室温（～２０℃）でゲル化させた。その後
、各吸収性物品について、各侵襲に対して７０ｍｌの侵襲液体を用いて、各製品に漏れが
生じるまで最大４回（各液体侵襲間の保持時間は１５分間）侵襲した（すなわち、製品に
漏れが生じ始めた時点で、たとえ７０ｍｌ未満しか加えられていないとしても液体に曝す
のを止めた。また、物品に漏れが生じた時点で、その特定の物品にはそれ以上液体侵襲を
実施しなかった）。その後、各製品に対して漏れが生じた時の荷重を書き留めた。漏れが
生じた後に製品を取り除き、重量を測定した。湿重量から乾燥重量を引き、その後、各コ
ードの平均を決定することによって、不具合発生時の平均荷重を決定した。さらに、上記
したＳＡＴ ＣＡＰ試験を用いて各コードに対する製品容量を決定し、不具合発生時の平
均荷重を製品容量で割ることによっておむつ効率を決定した。結果を下表１０に示す。
【０３７０】
【表１０】

【０３７１】
　この結果から、増湿処理（すなわち、カチオン性材料／アルコール／水の溶液を用いた
処理）を行わないと、吸収性複合材料（Code B）は、流体吸上げ能力及び完全性の欠如に
よって引き起こされる低い吸収性コア効率のせいで、本発明の複合材料（Code D）を有す
るおむつよりおむつ性能が劣るおむつをもたらすことがわかる。また、本発明の吸収性複
合材料が本発明に従って処理されるとき、吸収性複合材料（Code D）は、従来のおむつ（
Code F）と同様の性能及びCode Fのおむつより改善された吸収性コア効率を有するおむつ
をもたらすこともわかる。
【０３７２】
　当然のことながら、前述の例の詳細は、説明目的で与えられており、本発明の範囲を制
限するものと解釈されるべきではない。上記では本発明のほんの数個の例示的な実施形態
しか詳細に説明していないが、当業者であれば、本発明の新規な教示及び利点から著しく
逸脱することなくこれらの例の数多くの変更形態が可能であることは容易に理解されよう
。例えば、１つの例に関連して説明されている機能を本発明の任意の他の例に組み込むこ
とができる。
【０３７３】
　従って、全てのそのような変更形態は、本発明の範囲内に含まれることが意図されてお
り、本発明の範囲は、以下の請求項及びそれと等価な全てのものにおいて画定される。さ
らに、多くの実施形態は、一部の実施形態、特に望ましい実施形態の利点の全てを達成で
きないと考えられるかもしれないが、しかしながら、特定の利点がないことは、そのよう
な実施形態が本発明の範囲外にあることを必ずしも意味すると解釈されるべきではないと
認識される。本発明の範囲から逸脱することなく上記構成に様々な変更を加えることがで
きるので、上記説明に含まれる全ての事項は、限定的な意味ではなく、例示的なものであ
ると解釈されるべきである。
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